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（１）法科大学院（研究科・専攻）名                 

   広島大学大学院法務研究科法務専攻  

（２）所在地  

   広島県広島市  

（３）学生数及び教員数 (平成 20 年５月１日現在 ) 

   学生数： １９２人  

   教員数：  １９人 (うち実務家教員７人 ) 

 

広島大学大学院法務研究科（法科大学院）は、

知的・精神的に強靱な資質と高度な法的学識・能

力を備えるとともに高い倫理観をもち、社会の法

的ニーズに応じた適切なリーガル・サービスを提

供できる専門職業人としての法律専門家を養成

し、もって法の支配の貫徹した公正な日本社会の

建設に貢献することを教育上の理念とし、既存の

社会科学研究科法律学専攻から新たに所要教員

の定員措置を行い、独立研究科として平成 16 年

4 月に設置された。  

本研究科の教育は、法曹関係者や公務員、民間

企業の法務担当者などと継続的に連携協力して

実施する必要があるため、その設置場所を、裁判

所、検察庁、弁護士会等司法関係機関のみならず、

国のブロック機関や県市の行政機関等官公庁が

集中している広島市に設置している。 

本研究科は、１９人の専任教員のうち７人を検

察官、弁護士、銀行出身など多様な実務経験を持

つ人材が占㤲⸹㈸⠛఩ⴱ顙
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１．教育上の理念・目的 

広島大学大学院法務研究科（法科大学院）は、知的・精神的に強靱な資質と高度な法的学識・能力を

備えるとともに高い倫理観をもち、社会の法的ニーズに応じた適切なサービスを提供できる専門職業人

としての法律専門家を養成し、もって法の支配の貫徹した公正な日本社会の建設に貢献することを、そ

の教育上の理念として、以下のような法律専門家を養成することを目的とする。 

 

２．養成する法曹像 

①  法律についての高度な専門的知識、状況に即応できる柔軟な思考力、的確な実践的運用能力を有

する実力ある法律専門家。  

②  裁判実務だけでなく、充実した法的サービスと高度の法的支援を必要とする社会各層の要請に対

応できる、いわゆる「国民の社会生活上の医師」の役割を果たすべき存在としての人間性及び人間

と社会への深い関心・理解力・洞察力を有する「良き隣人たる」法律専門家。 

③  今後の法化社会の進展に伴い、民間、特にビジネス分野での法的問題の処理の需要に応えうるビ

ジネス法務、とりわけ金融分野に関する高度の幅広い知識を有する法律専門家。  

④ 自らが行っている法的問題処理の過程を、より高い次元に立って反省できる観点を明確にもち、

幅広い教養と高い倫理性に裏打ちされ、専門職業人（プロフェッション）としての任務を深く自覚

した人格高潔な見識ある法律専門家。  
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 １ 基準ごとの分析  

 

 １－１ 教育目的 

 

（基準１－１－１に係る状況） 

本研究科においては、前記「Ⅱ目的」に示すような教育理念と目的を実現するため、

その目標とする法律専門家を養成すべく、以下のように、理論・実務・実習を組み合わ

せて体系的に編成した各授業科目に従った教育を実施し、厳格な成績評価及び修了認定

を行っている。 

なお、積上げ式の授業構成を徹底し、大学評価・学位授与機構の定める基準への適合

性を高めるため、平成 19 年度においてカリキュラム編成を一部改定している。 

 

１１１１．．．．開講授業科目開講授業科目開講授業科目開講授業科目    

①法律基本科目 66 単位(２年コースは 30 単位) 

１年次 30 単位、２年次 26 単位、３年次４単位を必修科目として配当している。その

学年配当に当たっては、 

１年次…確実な理論的基礎を固める。 

２年次…問題解決型思考を身につける。 

３年次…実務的・総合的な応用力を育成する。 

という編成コンセプトに基づき、民法→民事法、商法→商事法、民事訴訟法→民事手続

法、刑法→刑事法、刑事訴訟法→刑事手続法、憲法→公法へとそれぞれ発展させる形で

構成した各科目を履修させている。 

 

②実務基礎科目 

高い倫理性に裏打ちされ、専門職業人（プロフェッション）としての任務を深く自覚

した人格高潔な見識ある法律専門家を養成するという観点から、「法曹倫理１」を２年次

前期（必修）に、「法曹倫理２」を同後期（選択）に配当している。 

その他の科目は、応用力を育成するというコンセプトに基づいて、２年次後期ないし

３年次に配当し、すべて複数の実務家教員が担当している。 

なお、「リーガル・クリニック」（法律相談）と「エクスターンシップ」（弁護士事務所

における研修）については、選択必修科目として、学生の選択を尊重して、いずれか一

方を履修させることとし、３年次夏季休業中に集中講義として実施している。とりわけ

各法科大学院においては，その創意をもって，将来の法曹としての実務に必

要な学識及びその応用能力並びに法律実務の基礎的素養を涵養するための理

論的かつ実践的な教育が体系的に実施され，その上で厳格な成績評価及び修了

認定が行われていること。 
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「エクスターンシップ」については、広島弁護士会所属弁護士から全面的な協力を得て

実施している。 

 

③基礎法学・隣接科目 

「法システム概論」（必修）を導入科目として研究者教員と実務家教員が共同で実施し、

新入生（３年コース・２年コース）全員に入学年度の前期集中で履修させている。その

他の科目は選択必修科目として、２年次前期から学生の自由選択により履修させている。 

 

④展開・先端科目 

すべてを選択科目として、２年次後期から、学生の自由選択により履修させている。 

 

《別添資料１研究科パンフレット、別添資料２平成 20 年度学生募集要項（一般選抜）、

別添資料３研究科ホームページ、別添資料（別紙様式１）開講授業科目一覧、別添資

料４授業科目シラバス 参照》 

 

２２２２．．．．成績認定成績認定成績認定成績認定・・・・修了認定修了認定修了認定修了認定    

 第４章で詳細に記載するように、期末試験における成績評価、ならびに、口頭による

最終試験を含めた修了認定を実施している。いずれも、本研究科の理念を実現するにふ

さわしい修了生を輩出するために、厳格に実施されている。 

 各学期の成績認定及び、修了認定については、教授会において全科目の成績データを

提示し、教授会の議を経て決定している。 

 また、成績評価については、その透明性・客観性を担保し学生の納得性を高めるため

に、疑義照会制度・異議申立制度を設けている。（厳格な成績評価及び修了認定について

は、基準４－１－１及び４－２－１に関する記載を参照）  
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各法科大学院の教育の理念，目的が明確に示されており，その内容が基準１

－１－１に適合していること。各法科大学院の養成しようとする法曹像に適っ

た教育が実施され，成果を上げていること。 

                                    

（基準１－１－２に係る状況）                                   

１１１１．．．．教育理念教育理念教育理念教育理念・・・・目的目的目的目的のののの明示明示明示明示    

   下記の資料のとおり教育理念及び目的は、本研究科パンフレットやホームページに明

確に示されており、その内容は、実務に必要な学識と応用能力ならびに法律実務の基礎

的素養を備えた将来の法曹を養成するという法科大学院の目的の沿うものである。  

（資料１参照）《別添資料１研究科パンフレット 参照》  

                                    

資料１「教育上の理念・目的」「Ⅱ目的」（抜粋）  

広島大学大学院法務研究科（法科大学院）は、知的・精神的に強靱な資質と高度な

法的学識・能力を備えるとともに高い倫理観をもち、社会の法的ニーズに応じた適切

なサービスを提供できる専門職業人としての法律専門家を養成し、もって法の支配の

貫徹した公正な日本社会の建設に貢献することを、その教育上の理念として、以下の

ような法律専門家を養成することを目的とする。  

（出典 本評価書「Ⅱ目的」）  

 

２２２２．．．．法曹像法曹像法曹像法曹像にににに適適適適ったったったった教育教育教育教育のののの実施実施実施実施とととと成果成果成果成果    

 平成 20 年４月１日現在の在籍者は 192 人（１年 58 人、２年 70 人、３年 64 人）、こ

のうち２・３年生は厳正な成績評価と進級判定を経て進級したものであり、進級率は概

ね８割程度である。また、平成 20 年３月 31 日までの修了者は、計 82 人である。このう

ち、司法試験の受験状況は以下のとおりであり、第１期合格者３人は司法修習を終え、

弁護士として活躍している。【解釈指針１－１－２－１】  

 

                  修了者                 司法試験受験者       同合格者  

平成 17 年度        12      平成 18 年          12             3 

平成 18 年度         29      平成 19 年          32            11 

平成 19 年度         41      平成 20 年          52           n.a. 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等  

    

［優れた点］ 

①理論と実務を架橋する教育体制 

   実務家教員７人（法曹経験者５人、金融実務経験者２人）のほか、弁護士資格を

取得した研究者教員１人を擁し、理論と実務の架橋をめざす教育を十全に実施でき

る体制をとっている。 

 

②実務家教員と研究者教員の協力による授業科目の開講 

   複数の教員（実務家教員と研究者教員を含む）が協力して企画し、かつ、複数の

教員が常時出席して、その間での議論を交えて展開される授業科目を多数開講して

いる（民事訴訟実務基礎、民事法総合演習、刑事法総合演習、等）。  

 

③厳格かつ客観的な成績評価 

厳格な成績の認定を行うため、再試験の実施を１年次前期配当科目に限定する一

方、法律基本科目のうち多数の授業科目で中間試験を実施することによって、学期

途中で学生の理解度を確認して、学生の自覚的な学習を促している。 

また、成績評価の透明性・客観性を担保し学生の納得性を高めるため、疑義照会

制度・異議申立制度を設けている。 

 

④口頭試問形式による最終試験の実施 

   公法、民事法、刑事法の３分野について口頭試問形式による最終試験を実施する

ことによって、修了生が本研究科の求める学識・応用能力を備えていることを確認

し、教育理念に沿った教育が実施されていることを担保している。 

 

［特色ある取組］ 

 ①実務家教員を多数配置していること（第８章基準ごとの分析８－１を参照）。 

 ②成績評価に関する疑義照会制度・異議申立制度を実施していること（第４章基準ご

との分析４－１を参照）。 

 ③口頭試問形式での最終試験により修了認定を行っていること（第４章基準ごとの分

析４－２を参照）。 

 

［改善を要する点等］ 

○選択科目の開講が十分でないこと 

   本研究科は、規模が小さく、専任教員数が少ないこと、及び、近隣に法律分野の

教員が少ないという地理的条件などから、新司法試験の選択科目への対応が十分と

は言えず、学生の要望に十分応えるだけの選択科目を開設することができていない。

今後、専任教員の増員を検討し、選択科目の充実等による改善を図る必要があると

考えている。  
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 １ 基準ごとの
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選択科目は、上述の教育課程編成の趣旨を全うしつつ、学生の個性に対応するよう厳

選している。「法的思考法」、「レトリック理論」という基礎法系科目は、１年次で身に付

けた思考の「枠組み」を確実なものとするよう支援する。前者が思考力と分析力に、後

者が分析力と表現力に重点をおいて、法的な判断と論証の力を育成する。これに対して、

「政治学」、「社会学」、「金融論」、「外国法（英米）」という隣接科目は、既に法学の素養

がある学生を想定しつつ、その思考をより豊かにさせ、また国際ビジネス法の世界に踏

み込んでいく土台を与える。また、より専門的な法知識を獲得させながら、「問題解決型

思考」への応用能力を展開させるために、高度な内容の法律基本科目として「民法演習」

を、展開・先端科目として「消費者法」、「労働契約法」、「労使関係法」、「国際取引法」、

「金融システム法」を配置している。 

これらの選択科目は、１年次の民法や憲法で身に付けた「理論的基礎」の上に、具体

的場面に関わる問題を投げ掛けて、前提となる知識を確認しながら「問題解決型」の「思

考」へ進む過程を意識させる狙いがある。また、「良き隣人」たる法曹にとって必要度の

高い内容であり、できるだけ多くの学生の履修が望まれるので、必修科目の修得を優先

したい学生も３年次には選択できるように編成している。 

刑事科目については、平成 19 年度から、事実認定という刑事手続上の重要課題を早期

に理解させるとともに、前期の「刑事手続法」で修得した知識を実践的な取組みの中で

定着させることを目的として、刑事模擬裁判を含む「刑事実務基礎」を２年次後期に配

置することとした。 

    

４４４４．．．．３３３３年次教育課程年次教育課程年次教育課程年次教育課程のののの特色特色特色特色    

３年次は、２年次までに得た「力」を前提に、「実務で必要とされる応用力」を育成

する。まず、「民事訴訟実務基礎」で事件記録をもとに事実分析の手法と要件事実の考

え方を身に付けさせ、研究者と実務家の共同授業である「総合演習」と「ローヤリング

（模擬裁判）」で、複合的な事例における法的判断と訴訟手続の実践的取組みを求める。 

夏季集中講義の「リーガル・クリニック」や「エクスターンシップ」では、生の事件

や実務の現場を経験させて、資料分析・問題発見型の新司法試験に対応できる力を養成

するとともに、従来の前期修習に見合う教育を行い、新たな研修制度との連携にも対応

する。 

加えて、法的思考をより豊かにする基礎法学・隣接科目（２年次未履修の科目を選択

することも可能であるとともに、３年次科目として法理学が加わる）や、各自の専門性

を高めさせる展開・先端科目が開講されるので、学生はこれらを選択履修することによ

り、３年次も継続して「専門的な法知識」と「人間性」の幅を拡げていくことができる。 

平成 19 年度から、従来は展開・先端科目と捉えていた企業決済法・行政手続法を、応

用能力を高める法律基本科目と位置づけて、「商事法演習」および「公法演習」に再編す

るとともに、平成 20 年度からは、「公法３」と「刑事法２」を３年次開講科目に配置し

て、公法系と刑事系の３年次における教育が空洞化しないように編成した。 

 

５５５５．．．．まとめまとめまとめまとめ    

 かくして、本研究科においては、理論と実務を架橋する教育課程が段階的かつ完結的
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に編成されており（平成 20 年度以降における学年進行について下表を参照）、法曹養成

の「プロセス」を担うことが十分に可能となっている。【解釈指針２－１－１－１】 

 

【法律基本科目・法律実務基礎科目の配置構成】 

１年前期 １年後期 ２年前期 ２年後期 ３年前期 ３年後期 

 

    

    

 

 

    

    

 

 

 

    

    

 

 

 

    

    

民法演習 

 

 

 

商事法演習 

 

  

 

 

 

   

 

     

 

  公法公法公法公法３３３３ 公法演習 

   法曹倫理２ 法文書作成  

            太字太字太字太字 必修科目  

３年次夏季集中   リーガルリーガルリーガルリーガル・・・・クリニッククリニッククリニッククリニック /エクスターンシップエクスターンシップエクスターンシップエクスターンシップ 

《別添資料（別紙様式１）開講授業科目一覧 参照》  
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次の各号に掲げる授業科目が開設されていること。  

 （１）法律基本科目  

（憲法，行政法，民法，商法，民事訴訟法，刑法，刑事訴訟法に関す

る分野の科目をいう。）  

 （２）法律実務基礎科目  

（法曹としての技能及び責任その他の法律実務に関する基礎的な分

野の科目をいう。）  

 （３）基礎法学・隣接科目  

     （基礎法学に関する分野又は法学と関連を有する分野の科目をいう。） 

 （４）展開・先端科目  

（応用的先端的な法領域に関する科目，その他の実定法に関する多 

様な分野の科目であって，法律基本科目以外のものをいう。）  

 

（基準２－１－２に係る状況） 

１１１１．．．．法律基本科目法律基本科目法律基本科目法律基本科目    

 法律基本科目は、33 科目のうち 15 科目が１年次配当、12 科目が２年次配当、３科目

が３年次配当の必修科目として開設している（平成 20 年度から、「公法３」の配当年次

を３年次に変更し、２年次配当を 11 科目、３年次配当を４科目とした）。加えて、選択

科目として「民法」、「商事法」、「公法」の演習を開設している。ほぼ同じ教員が１・２

年生を継続的に指導するので、全体として基本的内容を網羅しつつ、教員ごとの方針の

下で、まずは学部教育が扱うレベルの法知識を確認し、それを実践的な知恵に転換させ、

事例問題の演習も取り込んで、段階的に法を使う能力に高めていく手法を採っている。

《別添資料４授業科目シラバス 参照》【解釈指針２－１－２－１】 

民事系科目では、１年次は、法原理の体系的理解と法的な問題解決の基本的な枠組の

理解に重点を置き、２年次は、法律上の争点を分析する力を養い、２年次後半から３年

次に配置されている「演習」および「総合演習」によって実体法・手続法を総合的に運

用する力を養い、実践的な解決策を構想する能力に発展させることを狙っている。 

刑事系科目では、１年次は、刑法総論の知識と刑法各論の知識を確認しつつ、それら

の融合化を促し、２年次は、ケース
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２２２２．．．．法律実務基礎科目法律実務基礎科目法律実務基礎科目法律実務基礎科目    

法律実務基礎科目は、必修４科目（法曹倫理１、刑事訴訟実務基礎（２年次）、民事訴

訟実務基礎、ローヤリング[模擬裁判]）の他、選択必修２科目（リーガル・クリニック、

エクスターンシップ）と選択２科目（法曹倫理２、法文書作成）を開設している。これ

らは実務経験を有する教員が実務導入教育にふさわしい内容で運営している。また、研

究者と実務家が共同で担当する科目が基礎法学（法システム概論）、法律基本科目(総合

演習)にもあり、さらにその他の研究者の担当する科目に実務家との共同授業を織り込む

こともあるので、これらの機会を通して、実務教育と法律基本科目との連携が図られて

いる。【解釈指針２－１－２－２】 

    

３３３３．．．．基礎法学基礎法学基礎法学基礎法学・・・・隣接科目隣接科目隣接科目隣接科目    

基礎法学・隣接科目は８科目を開設している。（平成 21 年度以降、政治学と社会学は

隔年開講の予定）。１年次の「法システム概論」は法律を学ぶ土台を与え、２年次の「法

的思考法」と「レトリック理論」は、法学一般の基礎力を高める機能も担っている。こ

れらの３科目は、「情報処理」と「弁論術」の基礎を学ぶことを通して、また、「金融論」、

「外国法（英米）」、「政治学」、「社会学」は、経済学・比較法・政治学・社会学の知見か

ら法の基礎にある「人間や社会の在り方に関する思索を深める」ことを通して、３年次

の「法理学」と共に、「法に対する理解の視野を拡げる」ことに寄与している。【解釈指

針２－１－２－３】 

 

４４４４．．．．展開展開展開展開・・・・先端科目先端科目先端科目先端科目        

展開・先端科目は 24 科目を開設し、すべて応用的先端的な法領域を内容とする。ビジ

ネス法を重視するとの本研究科の教育目的（前述Ⅱを参照）を反映させる形で、民商事

系科目（不動産登記法、債権回収法、民事執行保全法、知的財産法、消費者法など）の

ほか、金融関連科目（金融システム法、金融取引法、企業金融法、先端金融法、金融商

品取引法）が充実している。平成 19 年度には、それまで受講希望者のいなかった科目を

廃止するとともに、倒産処理法を２科目(倒産処理法１および倒産処理法２)とした。こ

れは、本研究科の教育目的を達成するために重点的な編成をした結果であり、まずは「基

礎的な理解」を「幅広く」与えることを可能としつつ、教育目的の重要な領域でこそ「高

度」な専門性を身に付けさせる趣旨である。 

また、社会の多様な新しい法的ニーズに応えられるように、特に先端的な法領域につ

いての授業を随時開講可能とする「特講」枠を設けるとともに、随時、科目の見直しを

行うよう措置を講じている。【解釈指針２－１－２－４】 

なお、本研究科設立当初は展開・先端科目と位置づけていた「民事法総合演習」、「刑  

事法総合演習」等については、その内容を再確認した上で、平成 19 年度カリキュラム

改定において法律基本科目として編成した。【解釈指針２－１－２－５】  

 《別添資料４授業科目シラバス 参照》  
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基準２－１－２の各号のすべてにわたって教育上の目的に応じて適当と認

められる単位数以上の授業科目が開設されているとともに、学生の授業科目の

履修が同基準各号のいずれかに過度に偏ることがないように配慮されている

こと。また，法科大学院の目的に照らして，必修科目，選択必修科目，選択科

目等の分類が適切に行われ，学生による段階的履修に資するよう各年次にわた

って適切に配当されていること。 

 

（基準２－１－３に係る状況）  

１１１１．．．．法律基本科目法律基本科目法律基本科目法律基本科目    

 法律基本科目は 66 単位分(必修 60 単位、選択６単位)であり、その内訳は、公法系必

修科目 12 単位（憲法１-３、公法１-３）、民事系必修科目 34 単位（民法１-５、会社法

１-２、民事訴訟法１-２、民事法１-４、商事法１-２、民事手続法、民事法総合演習）

及び刑事系必修科目 14 単位（刑法１-２、刑事訴訟法、刑事法１-２、刑事手続法、刑事

法総合演習）であり（【解釈指針２－１－３－１】の標準単位数と対比すると、各分野２

単位増の計６単位増）、そのほか選択科目が６単位（公法演習・民法演習・商事法演習）

ある。 

 なお、平成 19 年度のカリキュラム改定で、修了要件として必要な修得単位数を 99 単

位以上とした。法律基本科目 66 単位を全て履修したとしても、残り 33 単位は法律基本

科目以外の科目から履修することになる【基準４－２－１、２－１－３】。 

「理論的基礎を固める」１年次は、全て必修の 15 科目 30 単位に抑えており、選択科

目を設けていない。これは、法律基本科目の学習を徹底させ、２年進級時に既修者と対

等に議論できるだけの「基礎」を身に付けさせるためである。「問題解決型思考」への発

展を求める２年次は、必修 11 科目 22 単位を配当している。１年次に得た「知識」を、

ケース・スタディと討論に重点を移した教育方法により実践的な「知恵」に転換させる

ことを狙っている。 

平成 19 年度のカリキュラム改定では、「公法３」を必修化して公法系教育を充実させ

つつ、「刑事法２」を（「刑事訴訟実務基礎」の配当変更に伴い）３年次配当に変更した。

その後、３年次前期に公法系科目が開設されない状態を避けるために、平成 20 年度から

は「公法３」を３年次配当に変更することとした。 

なお、当初展開・先端科目に位置づけていた民事および刑事の「総合演習」は、応用

展開能力を養う授業として、法律基本科目に分類し直すこととした。同じく、当初は展

開・先端科目として開講していた「相続関係法」、「企業決済法」、「行政手続法」は、そ

の内容を関連科目の中に編入し、やはり法律基本科目として新たに「民法演習」、「商事

法演習」、「公法演習」を配置することとした。その結果、３年次は必修３科目６単位（「刑

事法総合演習」、「民事法総合演習」、「刑事法２」、平成 20 年度からは「公法３」を加え

て４科目８単位）と選択２科目４単位（商事法演習・公法演習）となっており、これら

はいずれも「応用展開能力」の育成に重点を置いた授業となる。 

 

２２２２．．．．法律実務基礎科目法律実務基礎科目法律実務基礎科目法律実務基礎科目        

法律実務基礎科目は「法曹倫理１」、「刑事訴訟実務基礎」、「民事訴訟実務基礎」、「ロ
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ーヤリング」の４科目８単位が必修であり、２年前期から１科目ずつ配置している。さ

らに選択科目として、２年後期の「法曹倫理２」と３年前期の「法文書作成」を設けて

いる。前者は「法曹としての責任感や倫理観を涵養する教育」をより強化し、後者は実

務上の情報処理に関する能力の育成を補強する趣旨のものである。「法情報調査」に関す

る指導は、１年次（既修新入生は２年次）必修の「法システム概論」に組み込まれてい

る。法文書作成の指導は、「法文書作成」の科目以外に、必修科目である「民事訴訟実務

基礎」や「民事法総合演習」、「ローヤリング」の授業の中でも行われる。《別添資料４授

業科目シラバス 参照》【解釈指針２－１－３－２（１）（２）（３）】 

上記の「法曹倫理」等を履修させた上で、「リーガル・クリニック」と「エクスターン

シップ」を選択必修（１単位）と位置づけて３年次夏季集中で開講しており、全ての学

生が少なくともどちらかを実体験する。なお、本研究科附属のリーガル・サービス・セ

ンター（LSC）では、随時、市民の無料法律相談を受付けており、依頼者の同意があれば、

学生も同席し、担当弁護士と共に相談業務に関わることが可能であり、授業外にも「リ

ーガル・クリニック」の機会が与えられる。２年次後期の「刑事訴訟実務基礎」と３年

次後期の「ローヤリング」は、いずれも必修科目であり、全ての学生が刑事・民事の「模

擬裁判」、依頼者との面談、民事調停等を経験することになる。【解釈指針２－１－３－

２（４）】 

なお、公法系の諸問題を含む訴訟実務に関する授業科目及び本研究科の教育目的の一

つに位置づけているビジネス法務に特化した訴訟実務科目については、単独の科目とし

ては開設していないが、後者の内容の一部は「民事訴訟実務基礎」、「民事法総合演習」、

「商事法演習」等の授業で取り上げられている。【解釈指針２－１－３－２（５）】 

 

３３３３．．．．基礎法学基礎法学基礎法学基礎法学・・・・隣接科目隣接科目隣接科目隣接科目    

 基礎法学・隣接科目は、「法システム概論」２単位を全員に必修としている。さらに、

２年次に６科目（外国法(英米)、法的思考法、金融論、レトリック理論、政治学、社会

学）が開講（政治学、社会学はいずれかを開講）され、３年次の法理学計７科目のうち

から４単位分を選択必修として履修しなければならない。なお、２年次の６科目は３年

次においても履修することができる。（詳細は基準２－１－１を参照） 

 

４４４４．．．．展開展開展開展開・・・・先端科目先端科目先端科目先端科目    

展開・先端科目は、全体で 24 単位以上の選択科目の中で、必ず 12 単位以上を修得す

ることとしている。本研究科の特色としているビジネス・金融関連科目のほか、法実務

において重要度の高い倒産処理法、労働関係法、不動産登記法、債権回収法、民事執行

保全法などの科目に重点を置き、さらに、各学生がその関心に応じて各種の分野につい

て基礎的な理解を得られるよう、消費者法、国際取引法、知的財産法、少年法、税法、

環境法などの科目も配置している。 

《別添資料（別紙様式１）開講授業科目一覧 参照》 
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 各授業科目における，授業時間等の設定が，単位数との関係において，大学

設置基準第２１条から第２３条までの規定に照らして適切であること。 

 

（基準２－１－４に係る状況）  

１１１１．．．．授業時間設定授業時間設定授業時間設定授業時間設定のののの基本基本基本基本    

 本研究科では，大学設置基準第 21 条第２項第１号所定の 15 時間で１単位という「標

準」を厳格に適用し、また、第 23 条に従い、15 週にわたる授業期間を確保することに

より、２時間授業を 15 回行って２単位と計算する方針を採用している。なお、刑事系の

「実務基礎」と「総合演習」は、事件記録や複合的事例問題を使った多方向的な討論を

徹底して行う目的で、隔週で２コマ以上を連続的に使う授業形態を採用している。 

 双方向型・多方向型の授業を行う以上、学部における講義（広島大学法学部の場合、

原則として 90 分授業 15 回２単位で編成されている）と同様の時間編成とすれば、１回

の授業で扱える課題が限られてしまう可能性があるほか、時間的な制約で議論が分断さ

れてしまうという問題もある。そこで、授業時間は、午前は 10:00-12:00 の１コマ（１-

２時限）、午後は 13:00-15:00（３-４時限）と 15:20-17:20（５-６時限）の２コマとい

う、１日当たり３コマの設定として、１回当たりの授業の時間的制約を緩和することに

より、各回の授業内容を充実させるように努力している。特に、演習科目では２時間に

亘って討論を継続することも多い。 

 

２２２２．．．．計画的計画的計画的計画的なななな授業時間授業時間授業時間授業時間のののの確保確保確保確保    

学期が始まる前に半期の予定表を作成して、全ての科目に必ず 15 回の授業を確保する

方針を明確に打ち出している。月曜日の開講科目については、カレンダー上数回の休日

等があるため、15 回の授業回数を確保することが難しいことから、後記３．で記すよう

な特別の時間割と計画的な補講の実施により、授業時間回数の確保を実現している。な

お、やむを得ない理由で休講措置をとる場合には、支援室に連絡して、それに見合う時

間数の補講を設けることとしている。期末試験は 15 回の授業を終えた後に別に期間を設

けて実施している。 

 

３３３３．．．．問題点問題点問題点問題点（（（（コマコマコマコマ数数数数のののの不足不足不足不足））））へのへのへのへの対処対処対処対処    

 本研究科では、120 分を１コマとする授業を実施するため、１日３コマ分しか授業時

間帯を確保できず、時間割の調整が毎年の大きな課題になる。とくに、再履修を要する

仮進級生（１・２年次に修得できなかった必修科目が３科目６単位までの場合）には、

必修科目が重なると、進級した年次の必修科目を履修できず、次の年度も仮進級になら

ざるを得ないという問題（仮進級の連鎖）が生じてしまう。そこで、必修科目が学年間

で重ならないような時間割とするよう特段の工夫をしている。 

このようにほぼ全てのコマに必修科目が配置されている状態では、空いている授業時

間帯がほとんどなく、補講を入れる時間帯を確保することが極めて困難となる。前述の

ように、月曜日の開講科目については、休日等が数回はあるため、どうしても補講が必

要になることに加え、平成 19 年度のカリキュラム改定で、必修科目を１科目（公法３）
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追加したことに伴い、必修科目の「重畳関係」が生じる可能性が大きくなったことから、

平成 20 年度から、月曜日と金曜日に「特別時限」を設定して、これらの問題の解決を図

ることとした。《別添資料５時間割表、別添資料６学期予定表、別添資料７休講・補講一

覧》 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等  

 

［優れた点］ 

 ①「法システム概論」の必修化 

入学時に実務家教員も関与する必修科目の「法システム概論」があり、法全体を

体系的に認識させるとともに、入学当初から理論と実務の関係を意識させ、法情報

調査の導入教育も担っている。 

 

②法律基本科目の継続教育 

教員が学生と緊密な人間関係を形成し、法律基本科目の多くで、１年次での理論

的基礎固めから２年次での問題解決型思考へと繋げる２年間の継続教育を行って

いることは、本研究科の長所ともいえる。 

 

［特色ある取組］ 

 ○研究者教員と実務家教員の共同による導入教育科目「法システム概論」を開設して

いること（基準ごとの分析２－１を参照）。 

 

［改善を要する点等］ 

①選択科目をめぐる問題 

 新司法試験の選択科目のうち、倒産法、知的財産法、国際関係法[私法系]および

労働法については、それぞれ２、３科目が開講され、比較的充実しているが、環境

法、租税法は各１科目２単位のみにとどまっているほか、経済法、国際関係法[公法

系]は、講師の確保が難しい状況にある。本研究科の規模的な制約や近隣大学から非

常勤講師を確保することが困難な地理的な条件を考えると、その対処には他の法科

大学院との連携を含めた方策を検討する必要があると認識している。 

   なお、本研究科は、ビジネス法に通じた法曹の養成を教育目的の一つとして位置

づけているが、その観点で充実させている金融関連科目の履修者は少数に止まって

いる。新司法試験に影響されることは法科大学院の宿命とはいえ、新たな法曹養成

制度の理念に則った教育の観点からも、履修者の増加を図ることが必要であり、カ

リキュラム編成の見直しを含め引き続き検討したいと考えている。  

 

 ②カリキュラム再編成の検討 

本研究科のカリキュラムは本文に記述したとおりであるが、これに対しては、学

生・教員双方から、１年次から希望者には選択科目の履修を認め、より多くの選択

科目の履修機会を提供してはどうか、３年次夏季および後期に集中している臨床教

育科目の開設をもう少し前倒ししてはどうか、等の意見・要望が聞かれることから、

これらを踏まえてカリキュラムを再編成できないか検討したいと考えている。 

 

  ③時間割編成の再検討 

      時間割については、(i)30 時間の授業をもって２単位とする原則を厳密に遵守する
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こと、(ii)仮進級の学生に不利益を与えないように、隣接学年の必修科目が同一時間

に重複して開講されないこと、との方針の下で時間割に工夫を重ねてきた。しかし、

今後、選択科目の拡充等を含む、より一層多様化されたカリキュラム編成を展望す

る場合には、時間割上の制約が障害となることが避けられないと思われることから、

上記方針の見直しも含めて検討したいと考えている。  
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 １ 基準ごとの分析  

 

 ３－１ 授業を行う学生数 

法科大学院においては，少人数による双方向的又は多方向的な密度の高い

教育が行われなければならないことが基本であることにかんがみ，一の授業

科目について同時に授業を行う学生数が，この観点から適切な規模に維持さ

れていること。 

  

（基準３－１－１に係る状況）  

１１１１．．．．少人数教育少人数教育少人数教育少人数教育のののの実施実施実施実施    

本研究科の授業は、法律基本科目等の必修科目においても、70 人未満の受講者数で実

施されており、適切な規模が維持されている。この人数は、入学定員 60 人をベースに、

若干名の再履修者および休学者による増減員の結果である。本研究科では、他専攻等の

学生や科目等履修生は履修しておらず、基本的には、今後も大きな変動はないものと思

われる。《別添資料（別紙様式１）開講授業科目一覧  参照》【解釈指針３－１－１－１】、

【解釈指針３－１－１－２】 

なお、本研究科の授業は、原則として１学年１クラス編成で実施しているが、「刑事法

総合演習」は、原則２クラス編成、「民事法総合演習」も講義内容に応じて随時２クラス

編成とし、密度の濃い双方向・多方向授業の実施に配意している。 

この間、「訴訟実務基礎」や「ローヤリング（模擬裁判）」の適正規模をどう考えるか

が問題となる。例えば、模擬裁判などの実習を行う場合、その前提として共通の基盤を

もたせるべき段階は一体で授業をすることにもメリットがあるのに対して、担うべき役

割の相違があれば、役割に応じたグループ毎の指導が効率的である。そこで、実習を伴

う内容の授業の場合には、全体をクラス別とするのではなく、その日に扱う内容に応じ

て、一体的な授業とクラス分けの授業を使い分けて、きめ細かく対応することを考えて

いる。そのような「使い分け」の当否について、ファカルディ・ディベロップメント（FD

会合）において検討を重ねつつ、教員相互が一層連絡をとりあって、少人数による双方

向的又は多方向的な密度の高い教育を行っていく体制を維持している。 

 

２２２２．．．．双方向双方向双方向双方向・・・・多方向授業多方向授業多方向授業多方向授業のののの実施実施実施実施    

上記のように、授業科目により濃淡はみられるものの、各科目とも少人数による双方

向・多方向に留意した授業が行われている。因みに、学生の授業評価をみても、ほぼ全

ての授業で、学生の過半が自ら「質問や発言など」をして積極的に取り組んだと認識し

ていることからも、それが裏付けられている。《別添資料８授業評価アンケート結果 参

照》 

 

３３３３．．．．他専攻等他専攻等他専攻等他専攻等のののの学生等学生等学生等学生等のののの履修履修履修履修     

本研究科は、社会科学研究科（法政システム専攻）から
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ステム専攻は東広島キャンパスに設置）に所在することから、これらの他専攻の学生が

履修することはなく、科目等履修生の受入もない。今後も、本研究科の外から多数の受

講者が加わることは想像し難いほか、仮に、他専攻の学生の履修を認めるとしても、授

業科目の性質等に照らして適切な場合および規模に止める方針である。【解釈指針３－１

－１－３】  
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法律基本科目について同時に授業を行う学生数は，５０人を標準とするこ

と。 

 

（基準３－１－２に係る状況）  

 再履修者の滞留で、60 人を超える授業が散見される状態となってきたが、平成 20 年

度開講科目では、多くても概ね 60～70 人程度であり、今後も 60 人を大幅に上回り、ま

して 80 人を超える事態は予想しがたい。なお、平成 20 年度に新たに開設した民法・商

事法・公法の「演習」のうち前期開講の商事法演習の履修者は、32 人であり、60 人以

下に収まっている。《別添資料４授業科目シラバス、別添資料９授業科目別受講者数一覧

表 参照》【解釈指針３－１－２－１】  

 なお、民事および刑事の「総合演習」では、学生から提出される論点メモやレポート

を利用した討論などにより、その手法に工夫をこらすことによって、双方向性を確保す

るように努力している。「刑事法総合演習」は、二つのクラスに分けて実施しており、午

前・午後を通して行う授業なので、授業のいずれかの段階で全ての学生に一度は質問が

及ぶように運営している。「民事法総合演習」は、午前・午後の両者を使える時間割に設

定しており、適宜午前・午後にクラス別で討論をさせるなど、授業内容に応じた細かい

対応を加えている。  
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 ３－２ 授業の方法 

 

法科大学院における授業は，次に掲げるすべての基準を満たしていること。 

（１）専門的な法知識を確実に修得させるとともに，批判的検討能力，創

造的思考力，事実に即して具体的な問題を解決していくために必要な法

的分析能力及び法的議論の能力その他の法曹として必要な能力を育成す

るために，授業科目の性質に応じた適切な方法がとられていること。 

（２）１年間の授業の計画，各授業科目における授業の内容及び方法，成

績評価の基準と方法があらかじめ学生に周知されていること。 

（３）授業の効果を十分に上げられるよう，授業時間外における学習を充

実させるための措置が講じられていること。 

 

（基準３－２－１に係る状況）  

１１１１．．．．授業科目授業科目授業科目授業科目のののの性質性質性質性質のののの応応応応じたじたじたじた適切適切適切適切なななな授業方法授業方法授業方法授業方法    

 法律基本科目においては、同一教員が１・２年次を通して一貫指導する体制にあるた

め、１年次の授業で「法曹として一般に必要と考えられる水準及び範囲の法知識」を扱

って「理論的基礎を固め」させ、２年次には、具体的な事例や設問を用いた「問題解決

型」の授業で、前提となる「法知識」を再び確認しながら、双方向的・多方向的に検討

させる方法を採用している。さらに、３年次には、研究者教員と実務家教員が共同担当

する「総合演習」において、判例を加工した複合的な事例をもとに、学生相互に議論さ

せつつ、解決策を提案するように求め、理論的観点と実務的観点の両方から指導してい

る。これらを通じて、１・２年次で「法知識を確実に修得させる」とともに、２・３年

次で具体的事例を素材として「批判的検討」や「創造的思考」を繰り返すことにより、

新たな事例にも対応できる「法的分析能力及び法的議論の能力」を修得させることを期

している。《別添資料４授業科目シラバス 参照》【解釈指針３－２－１－１】、【３－２－

１－２】、【３－２－１－３】 

また、法律実務基礎科目においては、２年次前期の「法曹倫理１」では弁護士職務基

本規程等の教材を用いて実務家の心構えを学ばせた上で、２年次後期の「刑事訴訟実務

基礎」では事件記録の読み方を、３年次前期の「民事訴訟実務基礎」では要件事実論の

考え方を扱っている。これらを通じて、「事実に即して」検討・思考することを意識させ

た上で、３年次後期の「ローヤリング」で訴訟実務の現場に通じる技能を修得すること

になる。かくして、それぞれに明確な目的をもつ多様な授業科目の積上げにより、修了

時までに、段階的・発展的に、「事実に即して具体的な問題を解決していくために必要な」

能力を確実に修得させることを目指している。《別添資料４授業科目シラバス 参照》【解

釈指針３－２－１－３】 

さらに、法律実務基礎科目のうち臨床教育科目である「リーガル・クリニック」と「エ

クスターンシップ」においては、各ガイダンスで受講生全員に法令遵守と情報管理の必

要性を十分に認識させ、協力弁護士や受入機関責任者との密接な連携の下で指導監督を

徹底するという方式を採用している。受講生に総括レポートを提出させるとともに、受

入責任者には成績評価書を提出してもらうことにより、授業の成果を検証するなど、授
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業全体の適切な管理運営を確保している。なお、入学生全員について、新入生ガイダン

スの際に、個人情報等の秘密保持に関する誓約書を提出させている。また、臨床教育科

目の実施に当たり、教員が広島弁護士会のロースクール委員会にオブザーバー出席して、

エクスターンシップの実施に関する協議を行っているほか、実務指導者となる協力弁護

士に対する説明会を実施し、弁護士業務全般に帯同させること、２通以上の簡易な起案

を課すること、研修学生が単なる見学者にならないよう留意すること、等を要請してい

る。そして、成績評価については、受入責任者作成の成績評価書のほか、学生が提出し

たレポート及びエクスターンシップ終了後に実施する全体討論会での学生の発言等を総

合的に考慮し、本研究科の責任において成績を判定することとしている。なお、エクス

ターンシップに参加した学生が研修先から報酬を受け取ることは厳に禁じており、その

旨は、協力弁護士への説明会及び学生への説明会において徹底している。《添付資料 10

リーガル・クリニックガイダンス資料、添付資料 11 エクスターンシップガイダンス資料、

添付資料 12 秘密保持誓約書》【解釈指針３－２－１－４】 

    

２２２２．．．．年間授業計画年間授業計画年間授業計画年間授業計画、、、、授業内容授業内容授業内容授業内容・・・・方法方法方法方法、、、、成績評価等成績評価等成績評価等成績評価等のののの周知周知周知周知    

本研究科における１年間の授業計画は、年度初のガイダンスおよび前学期末の説明会

の場で、時間割と学期予定表を配布して事前に説明しており、変更や追加などがあれば、

随時、判例情報等オンライン検索システム（以下「TKC」という。）上で伝えている。各

授業科目における授業の内容・方法及び成績評価の基準・方法等をシラバスで示すとと

もに、その詳細はそれぞれの授業ごとに TKC や配布資料で事前に告知している。《別添資

料５時間割表、別添資料６学期予定表、別添資料４授業科目シラバス 参照》【基準３－

２－１（２）】 

 

３３３３．．．．授業時間外授業時間外授業時間外授業時間外におけるにおけるにおけるにおける学習学習学習学習へのへのへのへの配慮配慮配慮配慮    

 時間割は、１日当たり最大３コマの設定としていることから、求められる予習・復習

が３科目を超えることはない。また、平成 18 年度からは、必修科目の分散を考慮した時

間割に改定したことから、必修科目だけを見ると、１年生は１日１科目、２年生は１日

２科目が基本形となっている。このため、１年生は午前中を予習に、午後３時以降を復

習に、２年生は（後期は選択科目が入ることも多いが）３-４時限の時間帯（13:00-15:00）

を午前科目の復習や午後科目の予習に充てることも可能である。 

また、教員は、TKC の活用等により、学生に対し、レジュメ、予習課題、復習課題な

どを事前に通知しており、受講生はその指示に従って授業時間外に学習を進めることが

できる。このほか、法学初習の１年生を対象に授業時間外に質問会を設けており、彼ら

の導入教育としても配慮している。なお、学生数に応じた自習室及び必要な図書を備え

るとともに、全ての学生が TKC を活用できる環境を整備している。【解釈指針３－２－１

－５（１）（２）（３）（４）】 

本研究科では、夏季集中講義として「リーガル・クリニック」、「エクスターンシップ」

のほか、非常勤講師による２科目（倒産処理法２、民事執行保全法）の授業が予定され

ている。これらについては、可能な限り日程を分散するとともに、学生の予習・復習に

も配慮するようにしている。とくに非常勤講師による授業については、事前にレジメや
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予習課題の提示を求めるほか、授業終了後も直ちに試験を行うことはせず、復習期間を

十分とった上で、試験日程を設定することにしている。《別添資料 13 集中講義日程表、

別添資料 14 予習課題 参照》【解釈指針３－２－１－６】  
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３－３ 履修科目登録単位数の上限 

 

 法科大学院における各年次において，学生が履修科目として登録することの

できる単位数は，原則として合計３６単位が上限とされていること。 

在学の最終年次においては，４４単位が上限とされていること。 

 

（基準３－３－１に係る状況） 

本 研 究 科 で は 、 学 生 が １ 年 間 に 履 修 科 目 と し て 登 録 で き る 単 位 数 の 上 限 を 、

１ 年 次 32 単 位 、 ２ 年 次 36 単 位 、 ３ 年 次 は 44 単 位 と 定 め て い る 。 な お 、 ３ 年

次 に つ い て は 、修 了 単 位 数 の 確 保 に 向 け て 余 裕 の あ る 履 修 登 録 を 可 能 と す る た

め に 、平 成 19 年 度 か ら 基 準 の 枠 内 で 登 録 上 限 を 拡 大 し た 。【 解 釈 指 針 ３ － ３ －

１ － １ 】、【 解 釈 指 針 ３ － ３ － １ － ２ 】  

１ 年 次 は 、 導 入 的 な 授 業 と し て の 「 法 シ ス テ ム 概 論 」 と 法 律 基 礎 科 目 15 科

目 が い ず れ も 必 修 で あ り 、 全 て の 新 入 生 に 対 し 、 例 外 な く 、 こ れ ら 32 単 位 の

修 得 を 求 め て い る 。こ れ は 、２ 年 次 以 降 に 全 て の 受 講 生 が 共 通 の 土 台 を も っ て

「 双 方 向 ・ 多 方 向 」授 業 に 参 加 で き る よ う に す る た め に 、 一 切 の 「 選 択 」 を 排

除 し て 、「 理 論 的 な 基 礎 を 固 め る 」 こ と に 徹 す る 趣 旨 で あ る 。 本 研 究 科 で は 、

２ 時 間 授 業 が 実 施 さ れ て い る の で 、場 合 に よ っ て は １ 回 で か な り の 分 量 の 内 容

を 取 り 扱 う ケ ー ス も あ り う る 。 そ こ で 、十 分 な 予 習 ・ 復 習 を 促 す た め に も 、 同

一 日 に 並 行 的 に 履 修 す る 科 目 数 を 限 定 し て い る 。【 解 釈 指 針 ３ － ３ － １ － １ 】  

 本 研 究 科 で は 、必 修 科 目 の 単 位 を 所 定 の 年 次 で 修 得 で き な い 学 生 に は 、原 則

と し て 次 学 年 へ の 進 級 を 認 め な い が 、未 修 得 単 位 が ６ 単 位 以 内 の 場 合 に は 仮 進

級 を 認 め て い る 。 平 成 19 年 度 か ら 、 仮 進 級 者 は 、 前 年 度 か ら 持 ち 越 し た 未 修

得 単 位 の う ち 、４ 単 位 ま で 登 録 限 度 単 位 数 に 算 入 し な い こ と が で き る こ と と し

た 。 な お 、 既 修 コ ー ス の 新 入 ２ 年 次 生 に つ い て は 、「 法 シ ス テ ム 概 論 」 が 必 修

科 目 で あ り 、同 科 目 を 履 修 済 の 未 修 コ ー ス 進 級 ２ 年 次 生 と 比 べ る と 、２ 単 位 分

少 な い 登 録 し か で き な い と い う 不 都 合 が あ っ た こ と か ら 、こ の ２ 単 位 も 再 履 修

科 目 と 同 等 の 扱 い と す る こ と と し た 。《 別 添 資 料 15 広 島 大 学 大 学 院 法 務 研 究 科

細 則 》【 解 釈 指 針 ３ － ３ － １ － ３ 】  
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等  

 

［優れた点］ 

①十分な教育効果をあげうる教育課程構想 

「法システム概論」という導入科目からはじめて、２年間一貫指導の法律基本科

目を土台として、「総合演習」という総仕上げの科目に至る教育課程の構想は、明確

なビジョンに基づいている。その後、３年次の授業負担を調整するために、幾つか

の科目の配当を入れ替えたものの、基本的な考え方は変わっていない。従って、全

ての教員が、教育課程における各科目の位置づけ・目標を十分に自覚して、それに

見合った教育方法を採用し、「理念」を実現するために努力している。 

 

［特色ある取組］ 

  該当なし。 

 

［改善を要する点等］ 

①「教育理念」の学生への十分な周知 

学生の授業評価を見ると、様々な反省点が浮かび上がってくるが、中には、「教育

理念」を実現するという教員の意図が十分伝わっていないことに起因する意見、例

えば新司法試験に直結する授業を要望する意見等も散見される。従って、引き続き

FD 等を通じた教員間の連携強化により、授業の改善策を積み重ねるとともに、本研

究科の教育理念とそれを踏まえた授業の編成及び実施の意図が学生に十分伝わるよ

うに、コミュニケーションの一層の充実を図りたいと考えている。 

 

  ②未修者教育の強化 

本研究科では、未修者の３年コースを中心に学生を受け入れており、１学年 60

人の１クラス編成を基本として授業を行っている。ただ、未修者のバックグラウン

ドは様々であり、法学部出身者と純粋初学者とが混在している。修了時には、既修

者や法学部出身の３年コースの学生と遜色のない学業成績を達成する初学者も少な

くないが、１年次の段階で法的思考の修得に困難を覚える初学者が存することも確

かである。多数を占める法学部出身者の知的好奇心を満足させつつ、初学者が法的

思考をより円滑に修得することを可能にするような授業方法等の一段の工夫が必要

と考えている。 
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 １ 基準ごとの分析  

 

 ４－１ 成績評価 

学修の成果に係る評価（以下，「成績評価」という。）が，学生の能力及び資

質を正確に反映する客観的かつ厳正なものとして行われており，次に掲げるす

べての基準を満たしていること。 

（１）成績評価の基準が設定され，かつ，学生に周知されていること。 

（２）当該成績評価の基準にしたがって成績評価が行われていることを確保

するための措置がとられていること。 

（３）成績評価の結果が，必要な関連情報とともに学生に告知されているこ

と。 

（４）期末試験を実施する場合には，実施方法についても適切な配慮がなさ

れていること。 

 

（基準４－１－１に係る状況） 

1111．．．．成績評価成績評価成績評価成績評価のののの基準設定基準設定基準設定基準設定とととと周知周知周知周知     

本研究科では、授業科目の成績は、試験の成績、授業への出席状況等を総合して認定

すること（広島大学大学院法務研究科細則第８条第１項）、成績ランクは、優、良、可、

不可の４ランクとし、不可を不合格とすることを定めている（同細則同条第２項）。  

成績評価については、筆記試験（中間・期末）、レポート、授業での質疑応答等を考慮

要素とすることで標準化を図っているが、考慮要素のウエイト付けについては、画一的

な基準の設定は相応しくないことから、科目毎の特性に応じて、各教員の判断に委ねて

いる。  

考慮する要素およびその配分割合については、すべてシラバスに明示している。平成

20 年度から、成績評価の基準の開示にあたり、評価する要素のみならず、その配分の割

合についても必ずシラバスに開示するように、運用を改めている。《別添資料 15 広島大

学大学院法務研究科細則、別添資料４授業科目シラバス》【解釈指針４－１－１－１】  

 

２２２２．．．．基準基準基準基準にににに従従従従ったったったった成績評価成績評価成績評価成績評価のののの確保確保確保確保    

本研究科の成績評価は、絶対評価を原則とした上で、相対評価の要素も考慮するとい

う、いわば折衷方式を採っている。  

絶対評価の基準については、法曹養成専門職大学院としての特性を踏まえ、法律基本

科目を中心に、学年進行に応じて新司法試験の該当科目の合格に必要とされる学力の程

度も勘案するように申し合わせている。  

また、各学期末試験終了後に開催する教授会において、全科目の成績評価データを提

示し、その内容を全教員で検証し、成績判定を行い，必要があれば協議の上で修正して

いる。その過程で、全教員の議論を通して、絶対評価の基準に関する認識の幅を狭めて

いくことを目指している。《別添資料 16 成績分布データ参照》  

なお、本研究科では、これまで筆記試験採点の際の匿名性確保について特段の措置を
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とってこなかったが、平成 20 年度から匿名性の確保に向けた試験等の実施方法を試行

する予定である。《別添資料 17 教授会議事録》【解釈指針４－１－１－１】、【解釈指針

４－１－１－２（２）（３）】  

    

３３３３．．．．成績結果成績結果成績結果成績結果のののの学生学生学生学生へのへのへのへの告知告知告知告知 

成績評価の結果は、チューター（原則として研究者教員と実務家教員の２人がペアと

なり、各学年につき数名のグループを担任し、学業のほか生活全般につき相談に応じる）

による学期末の個人面談の場で、科目別成績、評価平均点（GPA）、科目別の成績分布

に関するデータ等を各学生に通知し、今後の成績向上に向けての指導を行い、著しく成

績が不良な学生につき、改善の見込みがたたないときには、進路の変更等につき指導す

ることもある。  

各科目を担当する教員は、上記チューター面談の際に、採点済みの答案等（試験の出

題趣旨、採点ポイントを記した資料を含む）を返却するとともに、学生の求めに応じて

評価の具体的な内容を説明することとしている。《別添資料 18 チューター面談時交付成

績表》【解釈指針４－１－１－２（１）】、【解釈指針４－１－１－３】  

    

４４４４．．．．成績評価等成績評価等成績評価等成績評価等にににに関関関関するするするする疑義照会疑義照会疑義照会疑義照会・・・・異議申立制度異議申立制度異議申立制度異議申立制度 

 本研究科では、成績評価および単位認定に関する疑義照会・異議申立制度を創設し、

平成 18 年度後期授業分から実施している。  

従来から、成績評価等に疑問のある学生には各科目担当教員に対する「問い合わせ」

によって疑問を解消するよう勧奨してきたが、学生の納得を十分に得るとともに、成績

評価等の厳正性と透明性をさらに高めるために創設したものである。  

 疑義照会制度は、上記「問い合わせ」によって疑問が解消しない場合や「問い合わせ」

が困難な場合に、学生が各科目担当教員に書面で疑義事項を照会し、当該科目担当教員

が書面で回答するものであり、同回答内容は教授会に報告される。  

異議申立制度は、疑義照会によっても疑義が解消しない場合に、単位認定に関する異

議に限って受付けるものである。学生からの書面による異議申立に対し、当該科目の担

当教員を除く複数の教員から成る検証チームが検証を行い、異議を正当と認める事実が

確認されれば、教授会の議を経て単位認定の変更を行うこととしている。  

 なお、最終試験については、各科目とも複数の教員による成績判定が行われ、客観性

が確保されていることから、本制度の対象とはしていない。《別添資料 19 成績評価等に

関する疑義照会制度等の創設について、学生に対する告知文 参照》【解釈指針４－１－

１－２】  

 

５５５５．．．．期末試験期末試験期末試験期末試験のののの実施方法実施方法実施方法実施方法についてのについてのについてのについての配慮配慮配慮配慮（（（（再試験再試験再試験再試験・・・・追試験追試験追試験追試験）））） 

1 年生の前期必修科目については、期末試験で合格点に達しなかった者に再試験の機

会を与えている。これは、法律科目の勉学に不慣れな未修者に配慮し、初めての受験と

なる前期末試験に限り特例を設ける趣旨である。再試験においても厳正な成績評価を行

い、素点をもとに教授会で評価
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また、全学年にわたり、1 回の期末試験の結果で学期の評価を決めることのリスクを

軽減するため、必修科目では中間試験を行うことを原則としている。なお、やむを得な

い事情で期末試験を受験することができなかった者には、追試験の機会を与えることと

し、その際には期末試験の受験者と公平な評価が行われるよう配慮している。  

《別添資料 20 追試験に関する申し合わせ》【解釈指針４－１－１－４】  
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学生が在籍する法科大学院以外の機関における履修結果をもとに，当該法科

大学院における単位を認定する場合には，当該法科大学院としての教育課程の

一体性が損なわれていないこと，かつ，厳正で客観的な成績評価が確保されて

いること。 
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一学年を終了するに当たって履修成果が一定水準に達しない学生に対し，次
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【２年次生】      

年  度 

進級判定 

対象者数

(A) 

進級者数 

(B) 

仮進級者数 

(C) 
原級留置者数 

左のうち 

休学による者 

進級率 

(B+C/A)％ 

平成 16 年度 13(4) 13(4) 0 0 0 100 

平成 17 年度 46(7) 27(5) 13(2) 6(0) 2(0) 87.0 

平成 18 年度 53(14) 30(8) 15(3) 8(3) 1(0) 84.9 

平成 19 年度 58(19) 30(12) 18(4) 10(3) 5(1) 82.8  

※ （ ）は女子で内数  
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４－２ 修了認定及びその要件 

 

法科大学院の修了要件が，次に掲げるすべての基準を満たしていること。 

（１）３年（３年を超える標準修業年限を定める研究科，専攻又は学生の履

修上の区分にあっては，当該標準修業年限）以上在籍し，９３単位以上を
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 （基準４－２－１に係る状況）  

１１１１．．．．本研究科本研究科本研究科本研究科のののの修了認定要件修了認定要件修了認定要件修了認定要件    

 本研究科では、所定の年限在学し所要の単位を修得し、かつ最終試験に合格すること

を修了要件と定めている（広島大学大学院法務研究科細則第 10 条）。所要の単位数とし

ては、３年コースにおいては 99 単位以上、２年コースにおいては 69 単位以上と定めて

いる（同細則同条第１項、第２項）ほか、各科目群における所要修得単位数も適切に配

当しており（同細則別表１、別表２、別表３）、基準および解釈指針に適っている。 

 平成 19 年度のカリキュラム改定において、展開・先端科目の履修が確実になされるよ

う、選択科目 24 単位のうち、12 単位は展開・先端科目群から選択しなければならない

ことを明示した。 

 ち  でた
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 ４－３ 法学既修者の認定 

 

法科大学院が，当該法科大学院において必要とされる法学の基礎的な学識

を有する者であると認める（いわゆる法学既修者として認定する）に当たっ

ては，法律科目試験の実施，その他の教育上適切な方法が用いられているこ

と。 
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４４４４．．．．法学既修者認定者法学既修者認定者法学既修者認定者法学既修者認定者のののの取扱取扱取扱取扱いいいい    

上記法律科目試験に合格し法学既修者として認定された者は、３年コース１年次配当

科目（30 単位）を修得したものとみなされ、在学期間の１年短縮が認められる。修得し

たものとみなされる１年次配当科目（30 単位）は、すべて法律基本科目群の中でもいわ

ゆる六法科目であり、上記法律科目試験により、その学識を総合的に判定している。【解

釈指針４－３－１－５】 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等  

 

［優れた点］ 

①厳正
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 １ 基準ごとの分析  

 

 ５－１ 教育内容等の改善措置 

 

教育の内容及び方法の改善を図るための研修及び研究が，組織的かつ継続

的に行われていること。  
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第９回  12 月 10 日  ・学生との意見交換会の内容について  

 

第 10 回   １月 ７日  ・法学未修者に対する教育支援の強化について  

・中教審法科大学院特別委員会の報告について  

・試験の匿名性確保のあり方について  

第 11 回   ２月 4 日  ・シラバスの記載内容 (特に評価基準の開示 )について  

・卒業生に対する学習支援について  

第 12 回   ３月 10 日  ・平成 19 年度後期授業に対する学生の評価と今後の対応  

・入試成績と入学後の成績との相関関係調査  

    

２２２２．．．．授業評価授業評価授業評価授業評価アンケートアンケートアンケートアンケートのののの実施実施実施実施    

上記のうち、各学期末の FD 会合で活用する学生による授業評価アンケートは、当学期

に開講された全科目を対象に、項目別評価方式と自由コメント方式とを併用して実施し

ている。    

アンケートは無記名方式で実施している。この点については、FD 会合で検討し、その

中で、無記名方式では回答が無責任になるのではないかとの懸念と、記名方式では本音

の意見が表に出てこなくなるのではないかとの問題点の双方が示されたが、検討の結果、

学生から出された意見をどのように分析・評価するかは教員の責任であり、そもそも分

析・評価の対象とする本音の意見をできるだけ多く吸い上げることを優先すべきであろ

うとの考えで大方の合意が得られ、無記名方式が採用されたものである。 

実際のアンケートでは率直な意見が多数寄せられており、個々の意見の当否を含め、

担当教員だけでなく全教員による検討の素材を提供する現行方式については、現時点で

は、有益なものと評価している。《 別 添 資 料 ８ 授 業 評 価 ア ン ケ ー ト 結 果  参照》  

 

３３３３．．．．教員相互教員相互教員相互教員相互のののの授業参観授業参観授業参観授業参観のののの実施実施実施実施    

毎学期、全教員に対し、２科目以上の参観（原則抜き打ち実施）と感想メモの提出を

義務づけており、上述の学生に対する授業評価アンケートの結果と総合することにより、

より正確な授業の評価と改善を要する点の摘出が可能となっている。《 別 添 資 料 26 

授 業 参 観 実 施 通 知  参照》  

 

４４４４．．．．授業評価授業評価授業評価授業評価アンケートアンケートアンケートアンケート及及及及びびびび授業参観授業参観授業参観授業参観メモメモメモメモのののの分析分析分析分析・・・・検討等検討等検討等検討等    

授業評価アンケートおよび授業参観メモは、当該教員にフィードバックするほか、FD

会合において全教員がデータを共有したうえで、教育内容、教育方法等の項目別に整理

し分析した資料をもとに議論・検討を行っている。       

その際、評価の芳しくなかった授業について、授業の内容と方法の両面から問題点を

摘出する一方、評価の高かった授業の担当教員から披瀝してもらうノウハウ等を共有す

ることを通じて次期の授業の改善に繋げるよう努めている。 

学生に対しては、授業評価アンケートの集計結果を、教員のコメントとともに、TKC

に掲示することによりフィードバックしているほか、ガイダンスやチューターによる個

人面談等の場を利用して、授業の改善に向けて教員サイドの取組みの状況を伝えるとと

もに学生の要望を聴取するよう配意している。 
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法科大学院における実務家教員における教育上の経験の確保，及び研究者

教員における実務上の知見の確保に努めていること。  

 

（基準５－１－２に係る状況）  

本研究科では、実務家教員については、教育上の経験を相応に有している者を任用し

ているが、さらに教育の機会を補うために、可能な範囲で本学法学部等の非常勤講師と

して登用している。 

一方、研究者教員については、実務上の知見を補完する趣旨で司法研修所が主催する

研修プログラムへの参加のほか、平成 17 年４月に本研究科に附設したリーガル・サービ

ス・センター（LSC）で実施される法律相談への陪席を奨励している。 

また、研究者教員１名が弁護士登録を行っており、実務上の知見を磨いている。この

ほか、実務と研究の交流を目的として、平成 16 年９月に大学・裁判所合同研究会を設立

し、実務家教員、研究者教員とも幅広く参加している。《 別 添 資 料 （ 別 紙 様 式 ３ ） 教

員一覧、別添資料 27 司法研修所研修参加者一覧、別添資料 28LSC 活動実績、別添資料 

29 大学・裁判所合同研究会開催状況 参照》【 解 釈 指 針 ５ － １ － ２ － １ 】  
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等  

 

［優れた点］ 

①密度の濃い FD の実践  

本研究科では、FD を真摯かつ誠実に実践している。会合の頻度もさることながら、

教員全員参加の方式も、小規模校ならではのことである。授業評価アンケート・教

員の相互参観は順調に定着し、それを検討する会合は、授業改善に大きく貢献して

いる。学生へのフィードバックで改善努力を示すことが、教員と学生の信頼関係の

醸成にも役立っている。 

 

②実務家教員・研究者教員の連携による研鑽  

裁判所との合同研究会、リーガル・サービス・センターでの法律相談等、様々な

形で実務家教員、研究者教員のそれぞれが能力の不足部分を補う取組みを展開して

きた。それらを活用できる環境を整備して、各教員の参加率を高めることにより、

教員の経験知と能力の向上を図り、授業の改善に繋げるよう努めている。 

 

［特色ある取組］  

  ①全教員が参加して FD 活動を実践していること（基準ごとの分析５－１－１を参照）。 

  ②全教員が分担して全科目を対象に授業参観を実施し、報告書の提出を義務づけてい

ること（基準ごとの分析５－１－１を参照）。  

  ③裁判所との合同研究会を定期的に開催し、理論と実務の架橋に資する能力の開発に

努めていること（基準ごとの分析５－１－２を参照）。  

 

［改善を要する点等］  

  ○授業内容・方法の一層の改善  

      本研究科では、充実した授業評価アンケートや教員の授業参観等を材料とした密

度の濃い FD 活動により、授業の改善が図られているが、一部とはいえ依然として評

価の芳しくない科目が存在するのも事実である。こうした科目を中心に、全教員が

問題点の認識を共有するとともに、各講座内での教育方針の再確認等を通じて一層

の改善を図る必要があると考えている。 

 

 

 １ 基準ごとの分析  

 

 ６－１ 入学者受入 
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１１１１．．．．入学者受入入学者受入入学者受入入学者受入にかかるにかかるにかかるにかかる業務業務業務業務のののの体制体制体制体制    

本研究科では、２名の教員を入試委員に任命して通常の入試業務を行っているが、決

定を要する事項については、法務研究科長、副研究科長及び各講座主任によって構成さ

れる研究科長室会議において検討して原案を作成し、それを教授会に諮り決定している。

入学者選抜の実施については、問題作成から試験監督・採点にいたるまで、教員全員で

分担して行い、合否の判定についても、教授会で慎重に審議した上で決定するなど、責

任ある体制を採っている。《別添資料 30 平成 20 年度入学試験実施計画書、別添資料 31  

平成 20 年度入学試験監督要領 参照》【解釈指針６－１－１－１】 

 

２２２２．．．．アドミッションアドミッションアドミッションアドミッション・・・・ポリシーポリシーポリシーポリシーのののの設定設定設定設定・・・・公表公表公表公表    

本研究科の教育理念は、知的・精神的に強靱な資質と高度な法的学識・能力を備える

とともに高い倫理観をもち、社会の法的ニーズに応じた適切なサービスを提供できる専

門職業人としての法律専門家を養成することである。そのための教育目的は、①実力の

ある法律専門家の養成、②社会生活上の医師たるべき法律家の養成、③人格高潔な見識

ある法律家の養成などである。この目的を達成するため、「柔軟な思考力を持ち、人間

と社会への深い関心と理解力を備えた学生を多方面から求める」ことをアドミッショ

ン・ポリシーとして設定している。【解釈指針６－１－１－２】 

このアドミッション・ポリシーは、「実践的理論と判断力を備えたプロフェッション

としての法律実務家」にふさわしい意欲と能力のある者であれば、何人でも受け入れる

用意があることを示しており、「公平性」・「開放性」の確保を前提としているほか、「人

間と社会への深い関心と理解力」を要求することによって、社会経験を有する者を積極

的に受け入れることをも目指しているもので、「多様性」の確保にも十分に配慮してい

る。 

また、このアドミッション・ポリシーは、本研究科の理念及び教育目的、入学選抜の

方法等とともに、本研究科ホームページへの掲載、入試説明会における説明、本研究科

パンフレットへの掲載等を通じて、一般に公表しているほか、毎年の学生募集要項の表

紙裏面に大きく印刷するなどして、適切に周知を図っている。《別添資料１研究科パンフ

レット、別添資料 32 平成 20 年度学生募集要項（AO 入試）、別添資料２平成 20 年度学生

募集要項（一般選抜）、別添資料３研究科ホームページ  参照》【解釈指針６－１－１－

２】 
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入学者選抜が各法科大学院のアドミッション・ポリシーに基づいて行われて

いること。 

 

（基準６－１－２に係る状況） 

１１１１．．．．アドミッションアドミッションアドミッションアドミッション・・・・ポリシーポリシーポリシーポリシーにににに基基基基づいたづいたづいたづいた入学者選抜入学者選抜入学者選抜入学者選抜のののの実施実施実施実施    

本研究科においては、「柔軟な思考力を持ち、人間と社会への深い関心と理解力を備え

た学生を多方面から求める」ため、一般選抜において筆記試験及び面接試験を実施して

いるほか、AO 入試において面接試験を実施している。また、法学既修者コースへの入学

を希望する者に対しては、法律科目試験を実施している。 

 

２２２２．．．．一般選抜一般選抜一般選抜一般選抜    

一般選抜の筆記試験は、社会的な問題を論じた論説文を読解させ、その要点を適切に

要約する作業のほか、関連する複数の論説文の中からそれぞれの意見を読みとった上で、

これらに対する受験者の考え方を記述させ、あるいはその問題に対する各人の意見を述

べさせるというもので、理解力、判断力はもとより、柔軟な思考力及び人間と社会に対

する深い関心と理解を確かめる内容となっている。また、面接試験は、社会事象の中か

らトピックを取り出してテーマとして与え、これに対する意見を問い、その理由付けや

批判に対する的確な反論を求めることによって、論理的な議論を展開できるかどうかを

確かめるもので、柔軟な思考力、判断力、人間と社会への深い理解力を要求するものと

なっており、いずれも、アドミッション・ポリシーに基づく適切な選抜方法となってい

る。《別添資料２平成 20 年度学生募集要項（一般選抜）、別添資料 33 平成 20 年度入学試

験問題（一般選抜）参照》 

 

３３３３．．．．AOAOAOAO 入試入試入試入試    

AO 入試の面接試験においては、医師、司法書士など、社会的に特に優れた実績を有す

る多様な人材を確保するため、社会的に議論となっている事象をテーマとして取り上げ、

その場でテーマに関する新聞記事等を読ませた上で、複数の観点から多様な質疑応答を

繰り返すことによって、論理的に深く議論を展開できるかどうかを確かめるような内容

であって、人間と社会に対する深い理解力を有する人材を広く一般から集めるのに相応

しい適切な選抜方法となっている。《別添資料 32 平成 20 年度学生募集要項（AO 入試）、

別添資料 34 平成 20 年度入学試験問題（AO 入試）参照》  

 

４４４４．．．．法学既修者認定法学既修者認定法学既修者認定法学既修者認定のののの法律科目試験法律科目試験法律科目試験法律科目試験    

法律科目試験においては、一般の法学部卒業程度の学力の有無を検査するため、憲法、

民法、刑法、商法、民事訴訟法及び刑事訴訟法に関する論文式試験を実施しているが、

これは、希望者全員に受験させた上で、一般選抜又は AO 入試に合格した者の中から法

律科目試験受験者の成績上位の者を選抜する方式を採用している。したがって、一般選

抜又は AO 入試において、アドミッション・ポリシーに相応しいとして選抜された者の

中から、法学部卒業程度の学力を有する者が選抜されることとなっている。《別添資料

35 平成 20 年度入学試験問題（法律科目試験） 参照》 



広島大学大学院法務研究科法務専攻 第７章     

- - 43 

  Ā



広島大学大学院法務研究科法務専攻 第７章     

- - 44 

７਀





広島大学大学院法務研究科法務専攻 第７章     

- - 46 

 ６－２ 収容定員と在籍者数 

 

 法科大学院の在籍者数については，収容定員を上回る状態が恒常的なものと

ならないよう配慮されていること。  

 

（基準６－２－１に係る状況） 

平成 20 年３月末日現在の原級留置者数は、１年生 12 人（うち４人は３月末日付で退

学）、２年生 10 人、３年生 16 人であり、休学者は、１年生５人（うち３人は３月末日付

で退学）、２年生５人、３年生３人となっており、その結果、平成 20 年５月１日現在の

在籍者数は、１年生 58 人、２年生 70 人、３年生 64 人、計 192 人となっている。これは、

収容定員（各学年 60 人、計 180 人）にほぼ見合うものである。 

なお、収容定員を上回る状態が恒常的なものとならないよう、休学や原級留置の原因

について、チューター制度、オフィス・アワーを介して、その原因解明に努めるととも

に、成績・勉学意欲の向上へと繋がるよう適切な指導に努めている。また、第７章で記

載する各種サポート制度の利用を喚起するなど学生へ周知している。今後、場合によっ

ては、退学勧告についても検討する必要があると認識している。 

《別添資料（別紙様式２）学生数の状況 参照》【解釈指針６－２－１－１】、【解釈指

針６－２－１－２】 
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 入学者受入において，所定の入学定員と乖離しないよう努めていること。 

 

（基準６－２－２に係る状況） 

本研究科の入学定員は 60 人であるが、入学定員との乖離が生じないよう入学辞退者数

を見込んだ上で合格者を決定しており、概ね適正に運用されている。すなわち、合格者

は、平成 18 年度 86 人、平成 19 年度 90 人、平成 20 年度 85 人であったが、入学者は、

平成 18 年度 58 人、平成 19 年度 62 人、平成 20 年度 54 人であり、ほぼ入学定員と同数

となっている。《別添資料（別紙様式２）学生数の状況 参照》【解釈指針６－２－２－１】 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等  

    

［優れた点］ 

①一般選抜における筆記試験の重視 

本研究科の一般選抜においては、特に筆記試験を重視しており、３時間をかけて大

量の課題文を読ませ、問題文に即して自己の見解を述べさせることによって、法科大

学院において教育を受けるために必要な能力及び適性を的確に判定できるように努め

ているが、一層効果的な選抜を行うため、筆記試験の比重をさらに高めることが適当

であると判断し、平成 17 年から一般選抜における筆記試験の配点を 100 点から 150

点に増やすなどの工夫を行っており、一定の成果をあげているものと考えている。 

 

②試験の組合せと試験日程の工夫 

平成 18 年度から一般選抜における受験者の拘束時間を縮減するため、試験の組合せ

を工夫し、試験時間自体を変更することなく、未修者試験を２日から１日に、既修者

試験を３日から２日に短縮して実施できるように改善した。その結果、適性試験の受

験者が、平成 18 年度は平成 17 年度に比して約 18％減少している中で、本研究科にお

いては、平成 17 年度志願者 188 人であったのに対し、平成 18 年度には 290 人に増加

している。 

 

③AO 入試における面接試験の重視 

AO 入試においては、面接試験を重視し、単に人物評価にとどまらず、法科大学院に

おいて教育を受けるのに必要な思考力、判断力、分析力等を的確に判断するため、約

１時間をかけて課題に関する議論を行っており、入学者の入学後の学業成績等に照ら

しても、一定の成果をあげているものと考えている。 

 

［特色ある取組］ 

  ○AO 入試を実施していること（基準ごとの分析６－１－２）。 

 

［改善を要する点等］ 

①入学者選抜の結果と入学後の学業成績との適正な相関関係の確立 

これまでの入学者選抜の結果と入学者の入学後の学業成績とは、概ね適正な相関関

係を保っているが、若干の入学者について入学後の学業成績が不良となっていること

もまた事実である〈休学者を除く原級留置者は、平成 16 年度５人、同 17 年度５人、

同 18 年度７人、同 19 年度５人〉。 

これらの者が成績不良である主な原因は、必修科目の試験、特に論述試験の成績不

良であることから、平成 17 年度入試においては、一般選抜における筆記試験の配点

を一定程度増加したが、なお改善の余地があり得ると思われるので、今後さらに慎重

に検証した上で、適切に判断したいと考えている。 

 

②AO 入試の在り方の再検討 

AO 入試は、本研究科の特色ある選抜方法として成果を挙げてきたが、ここ数年受験

者が大幅に減少する傾向にある（受験者は、平成 18 年度５人、19 年度１人）。また、

これまでの実績では AO 入試の合格者は一般選抜においても十分に合格が見込まれる

実力を有していること、一般選抜において入学者に占める非法学部出身者・社会人の

割合が相当程度見込まれることなどに鑑み、その在り方を再検討したいと考えている。 
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 １ 基準ごとの分析  

 

 ７－１ 学習支援    

学生が在学期間中に法科大学院の課程の履修に専念できるよう，また，教

育課程上の成果を上げるために，各法科大学院の目的に照らして，履修指導

の体制が十分にとられていること。  

 

（基準７－１－１に係る状況） 

１１１１．．．．入学生入学生入学生入学生にににに対対対対するするするする導入導入導入導入ガイダンスガイダンスガイダンスガイダンス    

 本研究科では、入学式当日に、「学生便覧」と「授業科目シラバス」を使用して、修了

に必要な履修基準等の説明を行っている。それに引き続き、実務家教員と研究者教員と

がペアとなったチューター・グループ（チューター制度については基準７－１－２を参

照）ごとに、その第 1 回の面談を行って個々の学生の質問に応じている。 

 ３年コース入学生（未修者）・２年コース入学生（既修者）双方に、「法システム概論」

の履修を義務づけている。この授業科目においては、裁判を中心とした法システムの内

部構造及び機能を、その歴史的文化的背景とともに理解させるとともに、法情報に関わ

る調査・整理・分析の技術についても習得できるように配慮している。また、実務家教

員から法実務の実際のあり方に関する講義を通じて、１年次から実務と理論の架橋を目

指す教育を行っている。《添付資料 40 新入生ガイダンス等プログラム》【解釈指針７－１

－１－１】、【解釈指針７－１－１－３】 

 

２２２２．．．．初習者初習者初習者初習者にににに対対対対するするするする配慮配慮配慮配慮    

 法律を学んだ経験のない者（初習者）を対象に、１年次前期の授業時間外に必修科目

の担当教員が分担して、初習者質問会を設けて基本的な考え方や勉強方法の質問に応じ

ている。これまでは未修者一般を対象としていたが、平成 19 年度は、初習者が気後れ

することなく質問できるようにするために、当初の数回を初習者限定で開催した。概ね

好評であったので、平成 20 年度からは「初習者質問会」として、その趣旨をより徹底

して継続的な取組みとする予定である。なお、「未修者一般」に対する指導の制度として

は、平成 19 年度から始めたサポート弁護士制度（後述）の活用を考えている。その円

滑なスタートに向けて、年度初に新入生と弁護士との顔合わせをするとともに、「法律学

の勉強の仕方」や｢法曹となる過程での体験｣を聞く機会として、平成 20 年度から｢若手

弁護士との懇談会｣を設けることとした。  

 また、初習者の中には、法的思考に慣れるのに時間
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３３３３．．．．既修者既修者既修者既修者にににに対対対対するするするする配慮配慮配慮配慮    

２年コース入学者（既修者）に対しては、前期授業の開始直前に、理論的教育と実務

的教育との架橋を図ることを意識させるため、説明内容に具体事例を織り交ぜるなどの

工夫し、２・３年次に履修する科目に関するガイダンス指導を実施している。とりわけ

登録上限の枠内でどのように選択科目を履修していくべきかについて各学生の相談に応

じることで、修了後の各自の志望（司法試験の選択科目の希望や、理想とする法曹像に

必要な能力を養成する科目の希望）を反映した選択科目の履修の助けとしている。《別添

資料 39 新入生ガイダンス等プログラム  参照》【解釈指針７－１－１－３】 

 

４４４４．．．．教育理念教育理念教育理念教育理念・・・・目標目標目標目標にににに照照照照らしてらしてらしてらして適切適切適切適切ななななガイダンスガイダンスガイダンスガイダンスのののの実施実施実施実施    

 後期の期末試験終了後には、１・２年次生を対象とする進級ガイダンスを行っている。

翌年の時間割や予定表の暫定案を示して、進級後における選択科目の履修について考え

させる機会としている。ビジネス法を中心とする選択科目についても、この機会に学生

からの要望を聞いている。多数の学生から修正を求める要望があれば、それを考慮して

上記「暫定案」を変更する可能性もある（中間試験期間の設定などはこの過程で実現し

たものである）。ただ、仮進級者の再履修に伴う受講希望科目の重畳については、個別対

応には限界があるが、いずれにせよ、各科目の開講時期や時間設定は、制度上の問題が

ない限り、できるだけ要望に応えるようにしている。【解釈指針７－１－１－４】 
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各法科大学院の目的及び教育課程上の成果を実現する上で，教員と学生と

のコミュニケーションを十分に図ることができるよう，学習相談，助言体制

の整備がなされていること。 

 

（基準７－１－２に係る状況） 

１１１１．．．．チューターチューターチューターチューター制度制度制度制度    

    全ての学生について、原則として研究者教員と実務家教員がペアとなるチューター・

グループを作り、学習上・生活上の相談に応じている。グループを設定することにより、

入学当初からグループ内での学生相互（先輩後輩の関係を含む）の交流があり、教員と

学生の間にも適度な距離感を保った関係ができる。経歴を異にする二人のチューターが

つくことにより、法律学の履修上や生活上の悩みについて、研究者教員と実務家教員が

それぞれの豊かな経験をもとに対応するという分担関係もできる。学生としては、相談

したい事項に応じ、相談しやすい教員を自由に訪ねていける。入学時の面談をはじめと

して、各学期の終了時にチューター面談を行っており、成績表を手渡した上で、評価に

対する意見やその学期の反省、休暇中の計画、次の学期への展望などのほか、ざまざま

な意見要望等を聞くことにより、今後の授業や本研究科の管理運営面の改善にも繋げて

いる。《別添資料 41 チューター名簿  参照》 

    

２２２２．．．．オフィスオフィスオフィスオフィス・・・・アワーアワーアワーアワー    

  全ての教員が最低週１時間以上のオフィス・アワーを定め、研究室に待機して、訪問

学生の質問や相談に応じることにしている。その詳細は TKC への掲載等で周知している。

なお、授業終了時には、可能な限り質問に応じるよう申し合わせているほか、メール等

による事前申込みを受けて、各教員は、オフィス・アワー以外でも学生の質問や相談に

応じている。《別添資料 42 オフィス・アワー一覧  参照》【解釈指針７－１－２－１】、

【解釈指針７－１－２－２】 

 

３３３３．．．．学生学生学生学生のののの意見意見意見意見をくみをくみをくみをくみ上上上上げるげるげるげる制度制度制度制度    

学年ごとに教員とのパイプ役となる委員を設け、随時、研究科長が面談して、学生の

意見動向を把握するように努めている。加えて、前後期少なくとも各 1 回は教員と学生

の意見交換会を開催して、研究科長、教務委員などが出席し、要望をくみ上げている。

授業の運営等については、各学期末の授業評価アンケート（無記名）に自由記述欄を設

けて、意見・要望等の提出を求めている。【解釈指針７－１－２－１】  

 

４４４４．．．．相談等相談等相談等相談等のためののためののためののための施設施設施設施設    

 学生に対する集合ガイダンス、質問会、意見交換会は教室・演習室等を、チューター

面談は教員研究室を、それぞれ使用しており、特別な施設は設けていない。これにより

現状では特段の支障は生じていないが、キャパシティが許せば、アメニティにも配慮し

た特別の施設の設置について検討する余地はある。【解釈指針７－１－２－２】 
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 各種の教育補助者による学習支援体制の整備に努めていること。 

 

（基準７－１－３に係る状況）  

１１１１．．．．サポートサポートサポートサポート弁護士制度弁護士制度弁護士制度弁護士制度    

 広島弁護士会の協力を得て、平成 19 年度から同会所属の若手弁護士８人のうちから

毎週 1 人に交替で来校してもらい、学習や進路等の面での助言・補完指導等をお願いす

ることにした。予約した学生について、月曜日 16 時～18 時（原則として１人 30 分と

しているが、５人程度のグループでもよく、他に予約がなければ時間延長もありうる）

に研究科長室で個別に対応してもらっている。平成 20 年度からは、弁護士を 10 人に増

員した上で、学生との間にできた信頼関係を維持しつつ、半数程度を順次入れ替える形

で運用していく計画である。  

 

２２２２．．．．答案指導答案指導答案指導答案指導    

 各学期の授業時間外に答案指導の機会を設けている。基本問題の反復訓練が重要との

認識のもとに、法律基本科目の担当教員（新旧司法試験考査委員を除く）が２・３年生

を対象に問題を出題して、概ね２週間後に添削答案を返却して講評する。前後期とも７

回程度実施することとしている。１年生については、新司法試験の受験を終えた修了生

の有志に依頼して、夏季休暇中に入門編の答案指導を実施している。これらの教員によ

る指導のほかに、平成 19 年度の夏からは、「答練ネット」というメーリング・リストを

作り、上記のサポート弁護士を中心に、簡単な論述問題を出題してもらい、参考答案を

示しながら、コメントを出してもらう制度（Web 答練と呼称する）を試行している。  

平成 20 年度からは、教員が担当する現場出題型の答案指導を前期７回（公法２回、

民事法３回、刑事法２回、いずれも２時間もの）、後期３回（公法、民事法、刑事法各１

回、４時間もの）実施する方針で定着させるほか、「Web 答練」と「サポート弁護士制

度」をリンクさせることにより、ネット上で出題し、答案の提出を受けて、それを資料

としながらサポート弁護士の来校の機会に学習指導を行う仕組みを整備する計画である。 

 

３３３３．．．．修了生修了生修了生修了生チューターチューターチューターチューター制度制度制度制度のののの計画計画計画計画  

平成 20 年度から、上記のサポート弁護士制度を補う形で、受験を終えた修了生に在

学生のチューター役を委嘱する制度を整備する計画である。後輩を指導するための準備

としての勉強が修了生にとっても基本的知識を再確認する機会となり、理解の及んでい

なかった部分はサポート弁護士に指導を仰ぐことができることから、修了生とサポート

弁護士の間にも交流がうまれる。このような相乗効果によって、学習支援が質的に向上

することを期待している。  
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 ７－２ 生活支援等    

 

 学生が在学期間中に法科大学院の課程の履修に専念できるよう，学生の経

済的支援及び修学や学生生活に関する相談・助言，支援体制の整備に努めて

いること。  

 

（基準７－２－１に係る状況）  

１１１１．．．．経済的支援経済的支援経済的支援経済的支援 

 以下のような各種の奨学金・カードローンのほか、授業料免除の制度を用意している。

【解釈指針７－２－１－１】  

 ①独立行政法人日本学生支援機構（旧日本育英会） 

   平成 18 年度以降の受給実績…平成 18 年度：第一種 21 人、第二種 21 人  

                平成 19 年度：第一種 35 人、第二種 17 人  

                               平成 20 年度 (推薦実績 )：第一種 17 人、第二種 17 人 

 ②NPO 法人ロースクール奨学金広島 

    広島県内所在の法科大学院在学生を支給対象とし、各学年１人ずつ、年額 60 万円が

貸与される。弁護士過疎地域で開業した場合等は、奨学金の返還が免除される。なお、

本研究科は、設立に協力するとともに、法務研究科長が理事の１人として就任してい

る。 

   平成 18 年度以降の受給実績… 平成 18 年度：3 人（各学年１人）  

                 平成 19 年度：3 人（各学年１人）  

                平成 20 年度：平成 20 年 9 月推薦予定 (各学年１人 )

③法科大学院教育カードローン 

広島市信用組合と提携し、無担保低金利で限度額 300 万円まで融資が受けられる。 

    平 成 1 8 年 度 以 降 の 利 用 実 績 …  平 成 1 8 年 度 ： ５ 人  

                  平 成 1 9 年 度 ： １ 人  

                               平 成 2 0 年 度 ： １ 人 （ H2 0 .6 . 1 0 現 在 ）  

④授業料免除 

   ⅰ）広島大学授業料等免除及び猶予規則によるもの 

   ⅱ）広島大学エクセレント・スチューデント・スカラシップによるもの 

     前年度の成績（1 年生は入試の成績）をもとに各学年１人につき後期授業料を免

除。平成 21 年度から対象者を増員の予定（１年生 10 人、２・３年生各３人）。 

《別添資料 43㈷ㄵ‰⁔㔠〠⁔昊㔷訴㔳㔠〠呤ਜ਼⠄⤞⠀ȩ⵱ਸ設㌳㌳ㄠ捭二镒㜠返許颏颏㝒㜠返解㈱㌷訪㈳⠗簩ⴱ㌷訪㈳⠛㨩ⴱ㈵訳㔳⠘넩ⴱ㌷訪㈳⠥氩ⴱ㌷訪㈳習㨩ⴱ㌷訪㈳耐뀩ⴱ㌷訪㈳⠍嵔䨊ㄵ㔮㤷‰⁔搊嬨び⤭ㄳ㜮〲㌨猶⤭ㄲ㔮颎㌨予⤭ㄳ㜸㔳⠊ㄳ㜮〲㌨業⤭ㄳ㜮〲㌨料㜮〲㌨も⤭ㄳ㜮〲㌨と⤭ㄳ㜮〲㌨に⥝告乖㤮㤱門‰⁔搊嬨各⤭ㄳ㜮〲㌨学⤭ㄳ㜮〲㌨年⥝告ਲ਼㔮㤰〸‰⁔搊嬨１⤭ㄳ㜮〲㌨人⤭ㄳ㜮〲㌨に⤭ㄲ㔮颎㌨つ⤭ㄳ㞜颋㌨人⤭ㄳ㜮〲㌨に⤭ㄲ㔮颎㌨つ⤭ㄳ㞜颋㌨人⤭ㄳ㜮〲㌨に⤭ㄲ㔹ㄵ㌨年⤷⸸㌲嵔儳㜮〠試⥝告ਲ਼⁔昊尩嵔䨊㌠呦参〲㌨に⤭ㄲ照䨊㐵訪㈶ㄠ〠呤ਜ਼⠇朗⶞〲㌨に⤭ㄲ㠴⸸㌶⠠〠牧人ਸ設㌳⤭㐱設㔨及⤊嬨の⤭⸴㤲⠁⥰援
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なお、メンタルヘルスについては、入学時のガイダンスで必ず取り上げるほか、学

習上の悩みが生じ始める６月初旬に、学生、教・職員がともに合同参加して実施する

精神科医による講習会を毎年継続して開催している。これは、学生にとっては、本人

及び友人のメンタルケアのほか、将来法律家として活動する中で心のケアを必要とす

る相談者への接し方を学ぶことを、教・職員にとっては、学生への指導・助言方法等

を学ぶことをそれぞれ目的としており、FD 活動の一環として開催している。  

 

②ハラスメント 

   セクシュアル・ハラスメント、アカデミック・ハラスメントに関しては、ハラスメ

ント対策委員が１人任命されており、本学のハラスメント相談室（東広島キャンパス、

霞キャンパスに設置）と連携して問題に対処している。相談希望者がメール、電話及

び手紙等により直接相談を申し込むことも可能であり、その利用方法の詳細は、本学

ホームページに掲載されている。  
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 ７－３ 障害のある学生に対する支援    

 

 身体に障害のある者に対しても，受験の機会を確保するとともに，身体に

障害のある学生について，施設及び設備の充実を含めて，学習や生活上の支

援体制の整備に努めていること。  

 

（基準７－３－１に係る状況） 

本学においては、身体等に障害のある者を受入れ、就学等の支援を積極的に行うとい

う理念に基づき、入学前から卒業に至るまで支援する体制を整備し、その支援を円滑に

実施するため、「広島大学障害学生の就学等の支援に関する規則」を制定し、全学とし

て組織的な支援体制が整備されている。  

全学の障害学生就学支援委員会には、全部局から委員が参画し、「教育を受ける機会

均等を保障すること」、とりわけ、障害のある学生へのきめ細かな対応をその重要な柱

として位置づけ、全学体制で取り組んできている。《別添資料 44 広島大学障害学生の就

学等の支援に関する規則 参照》  

平成 20 年度からは、障害学生就学支援委員会とボランティア活動室を基盤とした運

営組織を改編し、新たにアクセシビリティセンターを開設して、更なる支援の充実を目

指している。  

 

１１１１．．．．受験時受験時受験時受験時のののの対応対応対応対応     

 支援に関する規則の基づき、「身体等に障害のある者の入学者選抜及び就学等に関す

る相談の指針」を定め、出願受付開始日の一定期日までに「試験前相談」を行い、等し

く受験機会を確保し、相談に応じた入学試験の特別措置を実施している。  

 各学部・研究科の学生募集要項では、（資料７－１）のとおり志願者に対して事前相

談に関する事項を明記している。【解釈指針７－３－１－１】  

資料７－１ Ⅵ身体に障害のある者の出願  

  身体に障害のある志願者で、受験上特別な措置及び修学上特別な配慮を必要とする

者は、次の事項を記載した申請書（様式は定めません。）を平成 19 年 10 月５日（金）

までに東千田地区学生支援室へ提出し、相談してください。  

 

～ 省 略 ～  

                  （出典：平成 20 年度学生募集要項（一般選抜）） 

 

２２２２．．．．障害学生障害学生障害学生障害学生のためののためののためののための施設施設施設施設・・・・設備設備設備設備    

設備としては、各建物棟の入口のスロープ、エレベーター、身障者用トイレを整備し

ており、校舎自体がバリアフリー構造になっている。屋外の駐車場には、５台の専用駐

車スペースを確保整備しているほか、各講義室には、障害者専用机を配置している。《 別

添 資 料 45 東 千 田 キ ャ ン パ ス 構 内 配 置 図  参 照 》  

なお、身体に障害のある学生が在籍することになった場合は、全学的なコーディネー

トを行っているアクセシビリティセンターの指導に基づき、施設・設備を充実させる体

制となっている。【解釈指針７－３－１－２】 
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＜建物別  エレベーター・身障者用トイレ設置状況＞  

           エレベーター        身障者用トイレ  

東千田総合校舎    １基            ２箇所  

東千田校舎      １基            １箇所  

共用施設 B 棟     １基（身障者用リフト）   １箇所  

共用施設 C 棟      無                            無  

 

３３３３．．．．修学時修学時修学時修学時のののの対応対応対応対応    

 「身体等に障害のある者の入学者選抜及び就学等に関する相談の指針」に基づき、入

学後に必要とされる就学等の特別な措置や配慮について、具体的な措置を明らかにし、

その準備を速やかに開始することとしている。また、入学後に支援の申請が出された場

合も、合格後相談を実施して特別な措置や配慮を行うこととしている。  

 入学後の試験等についても、支援に関する規則に基づき、「身体等に障害のある学生に

対する試験等における特別措置について（申合せ）」を定め、試験等の評価基準は変更し

ないが、その伝達方法及び回答方法等について、当該学生の障害に応じて変更を加え、

その学生の不利益にならないよう配慮している。  

本研究科では、現在までのところ、特別な対応を必要とする身体に障害のある学生は

在学していないので、具体的な支援を実施するに至っていない【解釈指針７－３－１－

３】  
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 ７－４ 職業支援（キャリア支援）    

 学生支援の一環として，学生がその能力及び適性，志望に応じて，主体的に

進路を選択できるように，必要な情報の収集・管理・提供，ガイダンス，指導，

助言に努めていること。  

 

（基準７－４－１に係る状況）  

１１１１．Ā

（基準
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等  

 

［優れた点］ 

  ①きめ細かい学習・生活支援  

学生の学習や生活面での諸問題に対応する体制として、原則として研究者教員１

人と実務家教員１人の計２人がチューターとなり、相互に補いあいながら、学生か

らの相談に応じている。また、教授会や FD で各学生に関する情報交換に努めており、

全教員が学生 1 人 1 人の状況を把握して個別に対応できる体制となっている。 

  

  ②多様な学習支援 

      学生の学力増進を図るため、授業時間外においても、初習者質問会、サポート弁

護士による就学指導、答案・各種法文書作成指導等の多様な学習支援を行っている。 

 

［特色ある取組］ 

  ①研究者教員と実務家教員がペアとなりグループ学生を指導するチューター制度を実

施していること（基準ごとの分析７－１－２を参照）。 

  ②学生及び教職員を対象とするメンタルヘルス講習会を毎年実施していること（基準

ごとの分析７－２－１を参照）。 

 

[改善を要する点等］ 

  ①小規模ゆえの問題への対応  

本研究科は教員定員 19 人という小規模であることから、教員と学生が相互に「顔

のわかる」緊密な関係を構築できる反面、相互の人間関係が崩れると逃げ道がない

ともいえる。そのような事態に対応するためにも、より一層きめ細かい支援体制の

構築につき検討する必要があると考えている。  

 

 ②学習支援体制の拡充  

サポート弁護士制度の運営については、若手弁護士の半ばボランティア的な協力

に頼っている面がある。本制度の継続及び更なる支援の拡充を図るためには、将来

的には本研究科出身弁護士による協力体制を確立し運営することが望ましいと考え

ている。 
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 １ 基準ごとの分析  

 

 ８－１ 教員の資格と評価 

 

 研究科及び専攻の種類及び規模に応じ、教育上必要な教員が置かれている

こと。 

 

（基準８－１－１に係る状況） 

平成 20 年 4 月現在、１学年の学生定員 60 人、全体の収容定員 180 人に対し、研究者

教員 12 人、実務家教員 7 人、計 19 人（うち、設置基準上の専任教員に当たる者 18 人）

の専任教員を配置しているほか、15 人の非常勤講師（兼担教員３人、兼任教員 12 人）

を委嘱し、本研究科における教育課程に応じ必要な教員を配置している。なお、「専門

職大学院に関し必要な事項について定める件」（文科省告示第 53 号）第１条第１項の要

件によると、本研究科の最低限必要な専任教員数は 12 名であるが、これを上回る 19 名

を配置している。 

これらの教員は、それぞれの専門分野において、十分な業績と能力を有しており、本

研究科での教育上必要な教員が確保されているものと認識している。 

これらの教員の最終学歴及び主な経歴等を本研究科ウェブサイトに掲載しており、理

論と実務を架橋する法学専門教育を展開するため必要な高度の教育指導能力を有して

いることを示す資料として広く学外に開示している。このほかにも専任教員については、

毎年度の教育・研究上の業績を「教育研究活動報告」として紀要『広島法科大学院論集』

に掲載し公表している。 

《別添資料(別紙様式３)教員一覧、別添資料 46 広島法科大学院論集  参照》【解釈指

針８－１－１－１】 
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 基準８－１－１に規定する教員のうち，次の各号のいずれかに該当し，か

つ，その担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力があると認められ

る者が，専任教員として専攻ごとに置かれていること。 

（１）専攻分野について，教育上又は研究上の業績を有する者 

（２）専攻分野について，高度の技術・技能を有する者 

（３）専攻分野について，特に優れた知識及び経験を有する者 

 

（基準８－１－２に係る状況） 

本研究科では、（表８－１）に示すように、高度の教育上の指導力を有する専任教員を

配置している。    

これら教員の業績・経歴・経験情報等については、研究科パンフレット、研究科ホー

ムページ、紀要『広島法科大学院論集』及び本学ウェブサイト内のデータベースである

広島大学研究者総覧により開示している。《別添資料(別紙様式３)教員一覧・教員分類別

内訳、別添資料１研究科パンフレット 参照》【解釈指針８－１－２－１】、【解釈指針８

－１－２－２】、【解釈指針８－１－２－３】、【解釈指針８－１－２－４】 

 

（表８－１）専任教員配置表                         

 

（１）専攻分野について，教育上又は研究上の

実績を有する者 
12 人 

岡本、野田、神野、片木、周田、

田邊、緒方、小田、門田、赤坂、

佐伯、平野 

（２）高度の技術・技能を有する者 ５人 小濱、佐藤、大迫、大久保、久保 

（３）特に優れた知識及び経験を有する者 ２人 木下、小梁 
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 教員の採用及び昇任に関し，教員の教育上の指導能力等を適切に評価する

ための体制が整備されていること。 

 

（基準８－１－３に係る状況）  

教員の採用及び昇任については、本学全体に共通する規則として、「広島大学職員任免

規則」が定められており、その第５条（資料８－２）において、教 育 研 究 評 議 会 の 議

を 経 て 学長の定める基準により、教授会等の議を経て大学が行う旨規定されている。  

また、「広島大学教員選考基準規則」では、教授・准教授・講師・助教・助手の各資格

についての基本的な基準が定められ、同規則第８条（資料８－３）において、この規則

に定めるもののほかに必要な事項は当該部局で定めることができることとされており、

本研究科は、教員の教育上の指導能力等をより適切に評価するため、「広島大学大学院法

務研究科教員選考基準内規」を制定し、また、教員選考手続きに関し必要な事項につい

ては、「広島大学大学院法務研究科教員選考細則」を制定し体制の整備を行っている。な

お、教員の採用に関しては、公募による選考を原則としている。 

専任教員採用の具体的な手続きについては、まず、法務研究科長が教授会で人事発議

を提案し、その決議により開始される。次に教授会で３人の教授で組織する選考管理委

員会が設置される。当該選考管理委員会は、「広島大学教員選考基準規則」、「広島大学大

学院法務研究科教員選考基準内規」に基づく審査を行い、選考経過及び結果について、

関係資料とともに教授会へ報告し、教授会で審議を行い投票により教員候補者が決定さ

れる。選考管理委員会では、教育を担当するにふさわしい指導能力等を評価するために、

応募資格として「大学または大学院において５年以上の教育経験があること」を課し、

提出書類に教育歴を記載した文書の提出を義務づけており、選考管理委員会は、書面審

査および、面接により応募者の適格性を確認している。 

みなし専任教員の採用にあたっては、広島弁護士会との「広島大学法科大学院におけ

る広島弁護士会との連携・協力に関する協定書」に基づき、広島弁護士会から適格者の

推薦を受けることとしており非公募で候補者を選出しているが、上記と同様に選考管理

委員会を設置し、選考経過及び結果を関係資料とともに教授会へ報告し、教授会での審

議により適正な採用に努めている。 

なお、非常勤講師（兼担・兼任教員）の選任に関しては、採用手続きに関する規程等

は設けていないが、経歴・業績等の資料の提出を求め、上記の教員選考手続きに準じて、

教授会へ選考を付議し、適正に採用するよう努めている。 

教員の昇任については、本研究科の設置当初は全教員が教授をもって構成されていた

ことから昇任選考の必要はなかったが、その後の教員の交代等による必要に対応して、

平成 20 年１月に「広島大学大学院法務研究科教員選考基準内規に関する運用について」

を定め、体制を整備した。 

 

《別添資料 47 広島大学大学院法務研究科教員選考基準内規、別添資料 48 広島大学大学

院法務研究科教員選考基準内規に関する運用について、別添資料 49 広島大学大学院法務

研究科教員選考細則  参照》  



広島大学大学院法務研究科法務専攻 第８章 

- - 63 

資料８－２「広島大学職員任免規則（抜粋）」  

第５条 大学教員の採用及び昇任のための選考は、教 育 研 究 評 議 会 (以 下 「 評 議

会 」 と い う 。 )の 議 を 経 て 学 長 が 定 め る 広 島 大 学 教 員 選 考 基 準 規 則 （ 平

成 1 6 年 ４ 月 １ 日 規 則 第 8 2 号 ）及 び 広 島 大 学 に お け る 教 員 選 考 に つ い て

の 基 本 方 針 （ 平 成 1 6 年 ４ 月 １ 日 学 長 決 裁 ） に よ り 、 当 該 教 員 が 所 属 す

る こ と に な る 部 局 等 の 教 授 会（ 教 授 会 を 置 か な い 部 局 等 に あ っ て は 、こ

れ に 代 わ る 機 関 。 以 下 同 じ 。） の 議 を 経 て 、 大 学 が 行 う 。  

（ 出 典  広 島 大 学 規 則 集 ）  

 

資料８－３「「広島大学教員選考基準規則」（抜粋）」  

（雑則）  

第８条 この規則に定めるもののほか、部局等の教員の選考基準に関し必要な事項は、

各分野の特性や実状に応じて各部局等が定めるものとする。  

（ 出 典  広 島 大 学 規 則 集 ）  
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 ８－２ 専任教員の配置と構成    

 

 法科大学院には，専攻ごとに，平成１１年文部省告示第１７５号の別表第一

及び 別 表第 二 に定 める 修 士課 程 を担 当す る 研究 指 導教 員の 数 の１ .５ 倍 の 数

（小数点以下の端数があるときは，これを切り捨てる。）に，同告示の第２号，

別表第一及び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導補助教員の数を

加えた数の専任教員を置くとともに，同告示の別表第三に定める修士課程を担

当する研究指導教員１人当たりの学生の収容定員に４分の３を乗じて算出さ

れる収容定員の数（小数点以下の端数があるときは，これを切り捨てる。）に

つき１人の専任教員が置かれていること。 

 

（基準８－２－１に係る状況）  

１１１１．．．．専任教員数専任教員数専任教員数専任教員数    

本研究科は、｢法務専攻｣の１専攻のみで設置された組織である。  

平成 20 年４月現在、本研究科における専任教員の現員数は 19 人（８－１で記載した

とおり設置基準上の専任教員に当たる者 18 人）で、そのうち教授 16 人、准教授３人の

構成による配置となっている。19 人の専任教員のうち４人が本学法学部に属している

（いわゆる｢専・他｣）が、本研究科では、４人までが設置基準上認められており、基準

を満たしている。なお、この状況については、平成 25 年度までに段階的に全てを解消す

べく法学部と調整中である。 

専任教員数について、専門職大学院設置基準で定められている最低限必要な専任教員

数は 12 人（算式Ａ及びＢのとおり）であるが、本研究科は、基準を上回る 19 人の専任

教員を配置し、教育の理念及び目的を実現するための体制を整えている。 

  

Ａ 研究指導教員数５人（法学系）×1.5＝7.5 人 →切り捨て  ７人 

      ＋研究指導補助教員数          ５人  →      ５人 

  専任教員数                               12 人 

  

Ｂ 収容定員：入学定員 60 人×３              ＝180 人 

   ÷研究指導教員１人当たりの学生収容定員：20 人×３／４＝ 15 人 

    専任教員数 180÷15                      12 人 

《別添資料(別紙様式３)教員一覧 参照》【解釈指針８－２－１－１】、【解釈指針８－

２－１－２】、【解釈指針８－２－１－５】 

 

２２２２．．．．法律法律法律法律基本科目基本科目基本科目基本科目へのへのへのへの専任教員専任教員専任教員専任教員のののの配置配置配置配置   

下表（表８－４）のとおり、憲法２人、行政法１人、民法３人、商法２人、民事訴訟

法１人、刑法１人、刑事訴訟法１人の計 11 人の専任教員を配置し、すべての基本科目に

ついて当該科目を適切に指導できる専任教員を配置している。 

《別添資料(別紙様式４)科目別専任教員数一覧 参照》【解 釈 指 針 ８ － ２ － １ － ３ 】 
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（表８－４）  

科目区分  区 分   教 員 名  

憲法  門田、赤坂  

行政法  佐伯  

民法  岡本、野田、神野  

商法  片木、周田  

民事訴訟法  田邊  

刑法  小田  

法律基本科目  

刑事訴訟法  大久保  

 

【解 釈 指 針 ８ － ２ － １ － ４ 】については該当なし  
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 専任教員の科目別配置等のバランスが適正であること。 

 

（基準８－２－２に係る状況）  

１１１１．．．．科目科目科目科目ごとのごとのごとのごとのバランスバランスバランスバランスのとれたのとれたのとれたのとれた配置配置配置配置    

  専任教員は、法律基本科目に 11 人（前掲表８－４）、基礎法学・隣接科目に２人、展

開・先端科目に 3 人（表８－５中＊＊＊＊が該当）を配置している。なお、基礎法学・隣接科

目および展開・先端科目の一部は法律基本科目を担当する教員も担当している。《別添資

料(別紙様式３)教員一覧、別添資料(別紙様式４)科目別専任教員数一覧 参照》【解釈指

針８－２－２－１】 

   

（ 表 ８ － ５ ）  

科目区分 教員名 授  業  科  目  名 

****平 野 法システム概論、法的思考法、レトリック理論、法理学 

田 邊 外国法（英米） 
基礎法学・ 

隣接科目 
****木  下 金融論 

****木  下 金融システム法、金融取引法、先端金融法 

****小  梁 国際取引法、国際民事訴訟法、倒産処理法１ 

****緒  方 労働契約法、労使関係法、雇用関係法、社会保障法 

展  開・ 

先端科目 

片  木 企業金融法、金融商品取引法 

    

２２２２．．．．年齢構成年齢構成年齢構成年齢構成ののののバランスバランスバランスバランス     

専任教員の年齢構成は、（表８－６）のとおりでありバランスがとれている。 

 （表８－６）  

 

 

 
年齢層 人数
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 ８－３ 実務経験と高度な実務能力を有する教員 

 

 基準８－２－１に規定する専任教員の数のおおむね２割以上は，専攻分野

におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し，かつ，高度の実務の能力を

有する者であること。 

 

（基準８－３－１に係る状況） 

専任教員 19 人（うち、設置基準上の専任教員に当たる者 18 人）中、実務家教員は７

人（うち、設置基準上の専任教員に当たる者６人）であり、必要とされる実務家教員数

（専任教員の２割程度）を大きく上回っている。実務家教員は、いずれも専攻分野にお

ける５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務能力を有する者であり、その実務

経験と関連する授業科目を担当している。専 任 実 務 家 教 員 の 実 務 経 験 お よ び 担 当 授

業 科 目 の 内 訳 は 、（ 表 ８ － ７ ）の と お り で あ る 。《別添資料(別紙様式３)教員一覧・

教員分類別内訳 参照》【解釈指針８－３－１－１】、【解釈指針８－３－１－１】 

 

（ 表 ８ － ７ ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 人数 担  当  授  業  科  目 

検察官出身 １人 刑事訴訟法、刑事手続法、刑事訴訟実務基礎、刑事法総合演習 

法文書作成、ローヤリング、民事法総合演習、リーガル・クリニック、 

弁護士出身 ４人 エクスターンシップ、法システム概論、法曹倫理１、法曹倫理２、民事

訴訟実務基礎、刑事訴訟実務基礎、刑事法総合演習 

金融論、金融システム法、金融取引法、先端金融法、国際取引法、 
銀行出身 ２人 

国際民事訴訟法、倒産処理法１ 
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 基準８－３－１に規定する実務の経験を有し，かつ，高度の実務の能力を

有する専任教員の少なくとも３分の２は，法曹としての実務の経験を有する

者であること。 

 

（基準８－３－２に係る状況） 

７人の実務家専任教員（うち、設置基準上の専任教員に当たる者６人）の、実務経験

別内訳は、検察官出身１人、弁護士出身４人（みなし専任教員３人を含む）、銀行出身２

人である。その内、法曹としての実務経験を有する者は５人であり、３分の２を上回っ

ている。 

また、実務家みなし専任教員の取扱いについては、「専門職大学院に関し必要な事項に

ついて定める件」（文科省告示第 53 号）第２条第２項により算出すると、本研究科では

２人までが設置基準上の専任教員として認められる。これにより設置基準上の専任教員

に当たる者６人を基準として検証した場合には、法曹としての実務の経験を有する者は

４人となり、この場合も基準８－３－２を満たしている。  

なお、本研究科のみなし専任教員３人（うち、設置基準上のみなし専任教員に当たる

者２人）は、いずれも年間６単位以上の授業科目を担当しており、教授会の構成員であ

る。《別添資料(別紙様式３)教員一覧・教員分類別内訳 参照》 
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 ８－５ 教員の教育研究環境 

 

 法科大学院の教員の授業負担は，年度ごとに，適正な範囲内にとどめられ

ていること。  

 

（基準８－５－１に係る状況） 

本研究科の専任教員の授業負担は、大半が年間 20 単位以下である。一部の教員は、法

学部での兼担等により 20 単位を超えて授業を担当しているが、すべて 30 単位以下に収

まっている。《別添資料（別紙様式３）教員一覧・教員分類別内訳 参照》【解釈指針８

－５－１－１】 

なお、一部の教員の授業負担が多い理由としては、次のような事情がある。 

①本研究科の授業科目には、複数教員が共同で授業を実施するものが多数ある。これ

らはオムニバスで行うのではなく、よりきめ細やかな指導を実施するため複数教員

が毎回出席し実施しているものである。 

②本研究科の設置については、法学部の教員を母体として措置した経緯がある。この

ため、一部の教員は同学部と兼担せざるをえないこと（同学部の昼間コースは東広

島市、夜間主コースは広島市で授業）また、地方の大学にとっては、他に適当な非

常勤講師を身近で確保することが困難な状況にあること。 

③②と同様に、本研究科設置以前の研究科である社会科学研究科法律学専攻（現、法

政システム専攻）の博士課程後期の学生に対しては、研究指導を継続しなければな

らないこと。  
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法科大学院の専任教員には，その教育上，研究上及び管理運営上の業績に

応じて，数年ごとに相当の研究専念期間が与えられるよう努めていること。 

 

（基準８－５－２に係る状況） 

教員による入念な授業準備とそれを裏づける研究活動があってこそ、教育の質が向上

することは言うまでもなく、本研究科では、授業に支障のない限り、研究専念時間や研

修の申し出には可能な限り配慮するようにしている。なお、広島大学全体としても、平

成 19 年１月にサバティカル研修制度が創設されたとことから、本研究科におけるその実

現可能性について改めて研究科長室会議で検討を行ったが、現時点では、以下のとおり

の結論に至っている。 

すなわち、通常の教育・管理運営業務を免除して、研究に専念できる期間としてのい

わゆるサバティカル・イヤーの実施については、本研究科のように専任教員数が少なく、

専任教員の中に同じ法分野を専門とする教員を複数配置する余裕がない小規模の法科大

学院では採用が困難である。とくに法律基本科目はすべて専任教員が担当し、しかも、

その担当教員間での連携により全教育体系が構築されているため、1 人の教員がその年

度の授業を休止すれば、たちまちカリキュラム全体に影響が出てしまい、さりとて非常

勤講師による授業で簡単に代替できるものではない。また、法律基本科目以外について

も、適格な非常勤講師を見つけることは困難である。さらに、本研究科では、きわめて

厳格な積上げ方式でカリキュラムが組まれているため、履修年次や履修期を臨時的に安

易に移動させることも不可能である。  

 とはいえ、上記のように教員に研究専念期間を確保する必要があり、サバティカル・

イヤーの導入は無理としても、それに準ずるような研究専念期間を捻出するにはどうす

ればよいか、そのための可能な方策は何かについて、引き続き検討している。  

なお、本研究科の教員は、教育に専心する傍らで、理論と実務を架橋するという観点

から、研究活動にも取り組んでおり、その成果は本研究科の紀要（『広島法科大学院論集』）

等に発表されている。紀要については、すでに４号までが刊行されており、総計 39 件の

論説・翻訳などが掲載されている。《別添資料 50 平成 18 年度第 23 回研究科長室会議議

事録  参照》 
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 法科大学院の専任教員の教育上及び研究上の職務を補助するため，必要な資

質及び能力を有する職員が適切に置かれていること。 

 

（基準８－５－３に係る状況） 

 本研究科では、「法律相談事例を活用した実務基礎教育の充実」をテーマとして、平成

16 年度に文部科学省の法科大学院等専門職大学院形成支援経費を獲得した。 

これにより平成 17 年度に附属リーガル・サービス・センター（LSC）を設置し、LSC

の専任スタッフとして法学修士号を有する非常勤職員（教務補佐員）１人を配置してい

る。同職員は、法律相談の受付事務、相談者から聞き取った内容から相談を担当する弁

護士へ事前に配布する相談内容資料の作成、相談事例の整理・データ蓄積の作業、それ

らを基にして開発する教材作成の準備等を行っている。 

LSC では、毎週１回定期的に無料法律相談会（年間約 250 件の相談案件に対応）を開

催し、多くの実績を挙げるとともに、以下のように、本研究科の臨床教育における基盤

施設としても大いに活用されている。 

すなわち、上記の非常勤職員（教務補佐員）は、学生が法律相談を行うリーガル・ク

リニックにおける法律相談案件の確保等にも関与しており、授業の円滑な実施に貢献し

ている。また、同職員は、LSC に蓄積された各種の法律実務資料・視聴覚教材等をもと

に、教員や学生からの紛争事例等に関する資料請求・照会等に対応している。 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等  

［優れた点］  

 ①法曹養成に必要な教育また実務経験及び学識・能力を備える
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 １ 基準ごとの分析  

 

 ９－１ 管理運営の独自性    

 

 法科大学院における教育活動等を適切に実施するためにふさわしい独自の

運営の仕組みを有していること。 

 

（基準９－１－１に係る状況）  

本研究科では、以下のような独自の運営組織を有している。《別添資料 51 広島大学大

学院法務研究科運営内規、別添資料(別紙様式３)教員一覧・教員分類別内訳、別添資料

52 運営組織一覧 参照》【解釈指針９－１－１－１】 

 

１１１１．．．．教授会教授会教授会教授会    

本研究科の管理運営等に関しては、必要な事項を法務研究科運営内規に定め、研究科

長、副研究科長、研究科長補佐、及び教授により教授会を組織し、下記の事項を審議す

ることとしている。教授会の運営に関する必要な事項は法務研究科教授会内規において

定めている。 

なお、教授会の構成員については、「広島大学大学院法務研究科教授会内規」第２条４

号（資料９－１）において教授と定めており、教授である３人のみなし専任教員も教授

会構成員として、本研究科の運営全般に関し責任を担っている。また、准教授について

はオブザーバーとして教授会へ出席できるよう申合せ（資料９－２）を行い運営してい

る。（平成 16 年度 19 回、平成 17 年度 19 回、平成 18 年度 23 回開催、平成 19 年度 22

回開催）《別添資料 53 広島大学大学院法務研究科教授会内規、別添資料 54 広島大学大

学院法務研究科教授会内規に関する申合せ 参照》【解釈指針９－１－１－1】、【解釈指

針９－１－１－３】、【解釈指針９－１－１－４】 

・中長期目標・中期計画、年度計画における教育、研究等に関する事項 

・教員の人事に関する事項 

 ・学生の受入れ、学生の身分、学位の授与に関する事項 

・教育課程、研究活動、社会貢献に関する事項 

 ・諸規程の制定及び改廃に関する事項、等  

    

２２２２．．．．研究科長室研究科長室研究科長室研究科長室    

本研究科の管理運営を迅速かつ効率的に行うため、研究科長の下に研究科長室を設置

し、研究科長、副研究科長、講座主任、研究科長補佐により構成する科長室会議におい

て、法務研究科の将来計画等を含む重要事項について企画・立案を行うとともに、教授

会を直接的に支援している。 

（平成 16 年度 10 回、平成 17 年度 12 回、平成 18 年度 27 回、平成 19 年度 29 回開催） 

    



広島大学大学院法務研究科法務専攻 第９章 

- - 75 

３３３３．．．．研究科長研究科長研究科長研究科長    

広島大学部局運営規則第３条（資料９－３）により、各部局に部局長を置くこととさ

れ、本研究科には研究科長が任命されている。【解釈指針９－１－１－２】 

    

４４４４．．．．研究科内委員会研究科内委員会研究科内委員会研究科内委員会    

本研究科の運営をより円滑に行うため、教授会の下に次の委員会等を設置している。 

①評価委員会（委員２人）：自己点検・評価に関する事項の検討。 

（平成 16 年度６回、平成 17 年度７回、平成 18 年度７回、平成 19 年度７回開催） 

②入試委員会（委員２人）：入試に関する事項の検討。 

（平成 16 年度８回、平成 17 年度 13 回、平成 18 年度 12 回、平成 19 年度 12 回開催） 

③教務委員会（委員４人＜平成 20 年度から２人増員＞）：教務に関する事項の検討。 

（平成 16 年度 13 回、平成 17 年度 22 回、平成 18 年度 20 回、平成 19 年度 20 回開

催） 

④人事評価委員会：本学の教員の個人評価の実施動向を勘案し、平成 20 年度以降に設

置検討予定。 

⑤図書委員（1 人）：図書に関する事項の検討。 

⑥外部評価委員会（学外有識者４人）：本研究科の自己点検・評価の検証。平成 19 年

度設置、２回開催） 

資料９－１「広島大学大学院法務研究科教授会内規（抜粋）」  

（組  織）  

第２条 教授会は、次に掲げる構成員で組織する。  

（ １ ） 研 究 科 長  

（ ２ ） 副 研 究 科 長  

（ ３ ） 研 究 科 長 補 佐  

（ ４ ） 教 授 （ 前 ３ 号 に 規 定 す る 者 を 除 く 。）  

（ 出 典  広 島 大 学 大 学 院 法 務 研 究 科 規 則 集 ）  

 

資料９－２「広島大学大学院法務研究科教授会内規に関する申合せ」  

○広島大学大学院法務研究科教授会内規に関する申合せ  

平成 19 年３月 19 日  

研究科長決裁  

法務研究科の教授以外の専任教員は、教授会にオブザーバーとして出席することが

できるものとする。  

附 則  

この申合せは、平成 19 年４月１日から施行する。  

（ 出 典  広 島 大 学 大 学 院 法 務 研 究 科 規 則 集 ）  

 

資料９－３「広島大学部局長運営規則（抜粋）」  

第２章 部局運営組織  

（部局長）  

第３条 部局に当該部局における業務を掌理するため、部局長を置く。  

（ 出 典   広 島 大 学 規 則 集 ）  
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 法科大学院の管理運営を行うために適切な事務体制が整備され，職員が適

切に置かれていること。  

 

（基準９－１－２に係る状況） 

広島大学では、平成 16 年度の国立大学法人化の機会に事務機構改革が行われ、教学及

び経営の両面にわたる新しい大学運営体制を整備し、それを円滑に行うためのサービス

業務や教育研究支援業務を重視し、新しい大学運営に直接関与するという視点からの人

員配置が行われた。 

    

１１１１．．．．事務事務事務事務体制体制体制体制    

国立大学法人化と同時に新設された本研究科の管理運営のために、以下の事務組織図

のとおり事務体制が整備され、「広島大学東千田地区支援室」として職員が適切に配置さ

れている。【解釈指針９－１－２－１】 

○ 支援室長・・・東千田キャンパスの事務組織の責任者 

○ 部局長・教育研究活動支援グループ（６人） 

法務研究科長の支援および教員の教育研究活動の支援を行うスタッフ。 

○ 学生支援グループ（７人） 

東千田キャンパスの学生を支援するスタッフ。 

○所掌する業務・・・・・・・資料９－４のとおり 

 支援 グループ（６人）㡤
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２２２２．．．．職員職員職員職員のののの能力向上能力向上能力向上能力向上     

本学においては、業務体制を検証し改善を図るため、バランス・スコアカードを用い

た目標管理の手法による PDCA サイクルの仕組みを導入することとし、平成 19 年度から

全学的に試行を始めたところであり、これにより、効率的な業務計画・業務分担が実現

され、計画の確実な実行と業務の見直し改善へとつながる効果が期待されている。  

また、目標管理の試行に呼応して、職員個々の能力向上度や業務の達成度を検証する

新たな人事評価制度が全学的に導入された。評価方法は、職位ごとに求められる能力要

件を評価視点として設定し、能力の発揮度を評価する「能力評価」と、担当する業務の

達成度を評価する「業績評価」となっている。結果を適正に評価し、人材の育成、適材

適所への配置、業務改善、人事面での参考資料に活用することにより、職員のモチベー

ションの向上、組織の活性化等を意識した、職員の能力向上を促す体制となっている。 

このような全学的方針の下で、本支援室では、「学習と成長の視点」から、スキルの向  

上を目的とした戦略テーマを設定し、全学 SD 研修をはじめとする各種研修等への積極的

な参加や通常業務を通じて行う OJT など、職員個々の能力向上に努めるとともに、教職

員一体型の研究科運営体制の構築に努めている。《別添資料 55 バランス・スコアカード

を用いた目標管理（平成 19 年度）、別添資料 56 職員研修実施状況、別添資料 57 能力評

価・業績評価 参照》【解釈指針９－１－２－２】 

２．学生支援グループ 

・法学部夜間主コース及び経済学部夜間主コースの学生支援及び教務・業務に関すること。 

・社会科学研究科のマネジメント専攻の学生支援及び教務・入試業務に関すること。 

・社会科学研究科の社会経済システム専攻（東千田地区）の学生支援業務に関すること。 

・法務研究科の学生支援及び教務・入試業務に関すること。 

（出典：広島大学業務分掌規則より抜粋） 
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法科大学院における教育活動等を適切に実施するためにふさわしい十分な

財政的基礎を有していること。  

（基準９－１－３に係る状況） 

１１１１．．．．予算予算予算予算    

本学の予算については、広島大学会計規則第 10 条（資料９－５）に基づき、学長が予

算編成方針を策定し、財務会計処理細則に定める予算科目に年度計画予算の範囲内で編

成される。    

本研究科へは、上記の編成予算のうち基盤教育費、基盤研究費、及び管理的経費等の

各項目にそれぞれの積算基準により算出された予算額が措置されるが、本研究科へ配分

される基盤教育費（大学院基盤教育費）における学生当りの積算基準単価の 160 千円は、

他の研究科（文系）の 133 千円と比較して高い単価設定となっている。このことについ

ては、法科大学院の教育環境等の充実に配慮されたものであると認識している。 

このほか、法科大学院における教育・研究活動をより充実した内容で実施するために

必要となる資金については、学内の｢学長裁量経費｣、｢臨時経費｣等を有効に活用すると

ともに、外部資金を獲得するため積極的に補助金等へ応募申請している。 

学長裁量経費により、平成 16 年度は、学生自習室の整備拡充、図書充実費、17 年度

は、可動式模擬法廷設備の整備、自習室の増設に係る什器類の整備、ホームページの充

実が実現した。また、追加予算配分以外で 17 年度末に、自習室増設工事，福利厚生施設

拡張工事が実施された。 

本学では、定期的に学長と部局長（研究科長）、及び学長と支援室長とがグループ毎に

会して、本学の運営に係る事項等を直接話し合う意見交換会が開催されている。その機

会を活用して、本研究科の財政上の意見や要望を学長へ直接伝えている。 

平成 16 年度以降の本研究科の予算配分額については、（表９－６）のとおりであり、

本研究科の教育活動等を適切に実施するために必要な経費が配分されている。《別添資料   

58 平成 19 年度予算書、決算書   参照》【解釈指針９－１－３－１～３】  

  

（表９－６）         単位：千円  

 

    

    

    

    

    

    

    

資料９－５「広島大学会計規則（抜粋）」  

第２章 予 算  

（予算）  

第 10 条 学長は、年度計画に基づき、当該年度における収支計画及び資金計画を作

成するとともに、予算を作成するものとする。（ 出 典  広 島 大 学 規 則 集 ）  

年   度 予算配分額 
学長裁量経費等 

追加配分予算額 

平成 16 年度 34,642 10,000 

平成 17 年度 43,518 13,260 

平成 18 年度 49,414 463 

平成 19 年度 52,742 2,200 
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２２２２．．．．外部資金外部資金外部資金外部資金    

平成 16 年度から 18 年度までの３年間、文部科学省補助金｢法科大学院等専門職大学院

形成支援プログラム｣に基づく大学改革推進等補助金を獲得し、本研究科における教育活

動等の充実を図った。平成 19 年度には、２年間の事業予定で｢体験と共感による創造的

紛争解決能力の養成｣研究プロジェクトを企画し、｢専門職大学院等教育推進プログラム｣

へ応募したが、不採択となった。その後、事業計画案を見直し、法律相談等の実務教育

において模擬クライアントを活用し「コミュニケーション能力」を育成することに

主眼をおいた「法曹コミュニケーション能力育成方法の開発」研究プロジェクトを企画

し、平成 20 年度の「専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進プログラム」

へ応募したところである。なお、これまでの外部資金獲得状況は、（資料９－７）のとお

りである。【解釈指針９－１－３－２】 

 
資料９－７  平成 20 年度「専門職大学院等における高度専門職業人養成教育 

推進プログラム」申請書（抜粋） 

（資金額） 29,354 千円  

（選定年度）平成 16 年度 （申請区分）広島大学単独 

（取組名称）法律相談事例を活用した実務基礎教育の充実 

（取組の概要）本学法務研究科に付置するリーガル・サービス・センター（LSC）の活

動を多面的に活用し，実務基礎科目（「リーガル・クリニック」，「民事訴訟実務基礎」，

「民事法総合演習」，「法文書作成」，「ローヤリング」など）の教育を充実し，ビジ

ネス法分野に強い法曹の養成という目標に相応しい内容とする。  

（資金額） 10,194 千円 

（選定年度）平成 16 年度 （申請区分）名古屋大学との共同 

（取組名称）実務技能教育教材共同開発共有プロジェックト 

（取組の概要）名古屋大学を主幹事校として，法曹としての実務技能教育を複数の法

科大学院で共同開発することとした。   

 

 （資金額） 4,000 千円 

（選定年度）平成 19 年度 （申請区分）名古屋大学との共同 

 （取組名称）実務技能教育指導要綱作成プロジェクト 

 （選定取組の概要）前回の平成 16 年度専門職大学院形成支援経費によって開発し，蓄

積してきた法曹実務教育教材および法曹実務教育方法論などをもとに，法科大学院

における模擬裁判，ローヤリング等の実務技能教育に関して，教育方法や評価方法

に関する指導要綱（ティーチング・マニュアル），補助資料の 映像資料（DVD 教材）

を作成し，法科大学院における法曹実務技能教育の基礎を確立する。  

                          （出典 過去の選定状況）  
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９－２ 自己点検及び評価    

 

 法科大学院の教育水準の維持向上を図り，当該法科大学院の目的及び社会

的使命を達成するため，当該法科大学院における教育活動等の状況について，

自ら点検及び評価を行い，その結果を公表していること。 

 

（基準９－２－１に係る状況） 

本研究科では、広島大学が大学法人として行うこととされている自己点検・評価に加

え、法科大学院の認証評価機㐀法科大学院
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 自己点検及び評価を行うに当たっては，その趣旨に則し適切な項目を設定

するとともに，適当な実施体制が整えられていること。  

 

（基準９－２－２に係る状況） 

  本研究科は、２人の評価委員からなる評価委員会を設置している。同委員会は、認証

評価基準を参考に評価項目を設定し、各項目に関連する活動を所掌する教務委員会、入

試委員会、図書委員、支援室等（基準９－１－１参照）から活動の実情等の報告を求め、

その検証を行っている。同委員会は、これらをもとに自己点検・評価結果を取りまとめ、

研究科長室会議（基準９－１－１参照）に報告するとともに、必要な調整等を行うこと

としている。《別添資料 60 広島大学大学院法務研究科評価委員会細則 参照》【解釈指

針９－２－２－１】  
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 自己点検及び評価の結果を当該法科大学院の教育活動等の改善に活用する

ために，適当な体制が整えられていること。  

 

（基準９－２－３に係る状況）  

  上述の体制で取りまとめられた自己点検・評価結果については、教授会に報告すると

ともに、改善を要する事項については、その内容に応じて、教務委員会、入試委員会、

図書委員、支援室等の機関が具体的な改善案の検討を行い、そのうえで、FD 会合および

教授会において、全教員参加の下で、合意形成を図ることとしている。【解釈指針９－２

－３－１】  

なお、これまでに講じた主な改善策には、次のようなものがある。  

①仮進級の連鎖を防止し 120 分授業の実施を円滑にするため必修科目の重畳関係を回

避する時間割の作成。  

②厳正な成績評価を確保する観点から再試験制度の見直し。  

 ③学生の論述能力を確保する観点から一般選抜試験における筆記試験のウエイトを  

高める措置。  

④成績評価に関する疑義照会制度・異議申立制度の創設。  

⑤修了生を対象とする法務研修生制度の創設。  
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自己点検及び評価の結果について，当該法科大学院を置く大学の職員以外の

者による検証を行うよう努めていること。  

 

（基準９－２－４に係る状況）  

本研究科の活動が地域で定着していくためには、広く地域住民の理解と支持が得られ

ることが不可欠であり、活動状況を自ら点検・評価し、その結果を公表することは、極

めて重要である。また、自己点検・評価の結果が、第三者による検証を経たものである

ことは、その信頼性を担保することに繋がることはいうまでもない。  

  このような認識のもとに、本研究科では、その設置目的等に照らして、次の４分野の

有識者に評価委員を委嘱し、外部評価委員会を設置し、自己点検・評価結果について、

検証を受けることとしている。  

  ①法科大学院の活動が教育機関としての性格を強く有することを踏まえて、大学関係

者から適任者  

  ②法曹の養成機関としてその運営と育成に深い理解を有する弁護士会から適任者  

  ③ビジネス法務に携わる法曹の養成を標榜する本研究科の設置目的に照らして、経済

界関係者から適任者  

  ④法科大学院の定着と地域への浸透、関係者の理解を広く獲得することが求められて

いることを踏まえて、マスコミ関係者から適任者  

  外部評価委員会は、平成 19 年 12 月に設置し、これまでに２回の会合を開催した。会

合では、本研究科からの教育・研究活動の内容説明、外部評価委員による授業参観およ

び施設等視察、自己点検・評価結果をもとにした意見交換等が行われた。《別添資料 61  

広島大学大学院法務研究科外部評価委員会細則、別添資料 59 平成 20 年３月自己点検・

評価報告書   参照》【解釈指針９－２－４－１】  
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 ９－３ 情報の公表    

 

法科大学院における教育活動等の状況について，印刷物の刊行及びウェブサ

イトへの掲載等，広く社会に周知を図ることができる方法によって，積極的に

情報が提供されていること。 

 

（基準９－３－１に係る状況） 

本研究科は、ウェブサイトや各種の刊行物等を通じて、積極的に情報提供を行ってい

る。ウェブサイトは、本研究科開設と同時にオープン（2006 年４月に改定）し、入学案

内、教育内容紹介、教員紹介からリーガル・サービス・センターでの法律相談予定や公

開講座の開催案内等にいたる多様な情報を提供している。また、印刷物としては、「法務

研究科年次報告書」のほか、紀要である「広島法科大学院論集」を刊行している。この

うち「広島法科大学院論集」は、本研究科設立以降毎年発行され、教員による執筆論文

のみならず、全教員の教育研究活動・社会貢献活動の状況、本研究科の主要活動の状況

等についても掲載している。《別添資料 43 広島大学大学院法務研究科年次報告書、別添

資料 46 広島法科大学院論集  参照》 
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 法科大学院の教育活動等に関する重要事項を記載した文書を，毎年度，公

表していること。 

 

（基準９－３－２に係る状況）   

  広島大学大学院法務研究科年次報告書を公表しているほか、学生募集要項、パンフレ

ット、ウェブサイト等によっても重要事項を公表している。 

  すなわち、年次報告書には重要事項のすべてを掲載しているほか、ウェブサイトやパ

ンフレットでも教員組織、入学者選抜、教育課程及び教育方法の事項を中心に、重点的

に公表している。《別添資料 43 広島大学大学院法務研究科年次報告書、別添資料１研究

科パンフレット  参照》【解釈指針９－３－２－１】 

 

 



広島大学大学院法務研究科法務専攻 第９章 

- - 86 

 ９－４ 情報の保管    

 

 評価の基礎となる情報について，適宜，調査及び収集を行い，適切な方法

で保管されていること。  

 

（基準９－４－１に係る状況） 

   本学における文書等の取扱い全般については、「広島大学法人文書管理規則」、「広島

大学法人文書の分類、保存、重要度、移管及び廃棄等に関する細則」に基づいて、適

切に管理運営している。 

「自己点検・評価」に関する文書および、評価の際に用いた会議資料・会議録等の

情報については、その内容に応じ、支援室担当支援グループ（部局長・教育研究支援

グループ、学生支援グループ）において、資料室で一括し適切に保管している。また、

定期試験の答案、レポート等の成績判定の基礎となる資料については、各教員が各自

の研究室において厳重に保管している。これら関係資料の保管期間については、上記

規則では、認証評価関係資料は 14 年間、成績評価関係資料は５年間保存することとさ

れておりこれに従って運用している。 

これまでに実施した自己評価活動において、特に教育活動に関する情報を一元的に

収集・保管する必要性を認識し、そのための体制等として次のとおり整備する方向で

検討している。 

①成績判定の基礎となる資料の直近分は教員が各自の研究室において厳重に保管す

る。   

 ②教員保管資料のうち直近分以前のものは支援室へ移管する。  

    ③退任教員保管資料は支援室へ一括移管する。   

《別添資料 62 評価の基礎となる情報の保管状況、別添資料 63 広島大学法人文書管理

規則、  別添資料 64 広島大学法人文書の分類、保存、重要度、移管及び廃棄等に関す

る細則  参照》【解釈指針９－４－１－１】、【解釈指針９－４－１－２】、【解釈指針９

－４－１－３】     
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等  

    

［優れた点］ 

①教育研究を含め本研究科全体に関して、以下のとおり適切な管理運営体制を整備し実

施している。 

教授会の外に研究科長を中心とした機動的・戦略的な運営の確保及び、迅速かつ効率

的な管理運営を行うための支援組織として「研究科長室」を設置し、管理運営体制を整

備している。なお、構成員には、副研究科長、研究科長補佐（事務職員）、講座主任を

あて、教職員が一体となった教学及び運営が可能な組織としている。 

学生の要望等に適切迅速な対応をするために、前期・後期各１回開催している「学  

生との意見交換会」へは、研究科長、教務委員のほか関係教職員が積極的に出席し、意

見・要望等を早急にくみ上げられるよう努力している。 

 ②学生及び教員のニーズに対応するため、午前から夜間までをカバーする交代勤務によ

る事務体制をとっている。 

 

［特色ある取組］ 

○本学事務組織では、業務体制を検証し改善を図るための、バランス・スコアカード

を用いた目標管理の手法を導入し、効率的な業務計画・業務分担が実現され、計画の

確実な実行と業務の見直し改善へとつなげる体制構築に取り組んでいる。本支援室で

も、「学習と成長の視点」から、スキルの向上を目的とした戦略テーマを設定し、各

種研修等への積極的な参加や通常業務を通じて行う OJT など、職員個々の能力向上に

努め、更なる教職員一体型の研究科運営体制の構築に努めている。   

 

［改善を要する点等］ 

     ①自己点検・評価に関する外部評価は、緒に就いた段階であり、外部評価委員会の活動

を定着させ、そこでの検証結果を本研究科の教育研究活動等の強化に繋げていく必要が

あると考えている。 

   ②情報の公開については、さらに充実を図り、本研究科に対するの学内外の評価を高め

たいと考えている。 

③外部資金である法科大学院等専門職大学院形成支援プログラムに基づく大学改革推

進等補助金を財源として、リーガル・サービス・センターを運営してきたが、平成18

年度末で同プログラムが終了となった。しかし、本施設の活動は、本研究科の教育研究

の基盤であり、同施設の活動を通じて法曹養成教育の発展に直結する魅力ある研究テー

マを企画提案し、今後も安定した活動が可能となるよう引き続き検討する必要がある。

このような趣旨から、平成20年度「専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推

進プログラム」へ応募しており、その実現を期したいと考えている。 

④弁護士の非常勤講師手当については、弁護士の通常業務の報酬に比べ、法科大学院に

おける教育負担（授業の準備、答案やレポートの添削指導等を含む）の実態に見合って

いないなどとして、弁護士会から増額の要望が出されており、有能な講師の確保のため

には、今後、真剣に検討すべき課題であると考えている。 
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 １ 基準ごとの分析  

 

 １０－１ 施設の整備    

 

 法科大学院には，その規模に応じ，教員による教育及び研究並びに学生の

学習その他当該法科大学院の運営に必要十分な種類，規模，質及び数の教室，

演習室，実習室，自習室，図書館，教員室，事務室その他の施設が備えられ

ていること。これらの施設は，当面の教育計画に対応するとともに，その後

の発展の可能性にも配慮されていること。  

 

（基準１０－１－１に係る状況） 

本研究科の運営のための講義室等は次のとおりであり、教育計画に対応している。 

《別添資料 45 東千田キャンパス構内配置図、別添資料 65 施設内訳表  参照》  

 

①講義室 

東千田校舎では、講義室を 13 室（面積・収容人員等は下記の内訳表のとおり）保有

し、これを本研究科が昼間時間帯に、法学部夜間主コース、経済学部夜間主コース、

大学院社会科学研究科等が夜間時間帯に使用している。使用する時間帯が違うため教

室確保の問題は生じていない。 

②演習室 

保有する７室（面積・収容人員等は下記の内訳表のとおり）を上記と同様に使用し

ている。 

③模擬法廷設備 

裁判員制度にも対応した可動式の法廷設備を導入し、模擬法廷開廷時には傍聴席 56

席を確保した法廷教室へと設営し、通常は普通講義室と併用する等の工夫をしている。

法廷の模様を録画・記録し、後日、内容等を検証することでより教育効果を上げるこ

とが可能となるが、現在、マルチメディア対応設備と連動した法廷専用教室ではない

ため、それが実現できていない。今後、その設置を検討する必要がある。（面積・収容

人員等は下記の内訳表のとおり） 

④法律相談室（リーガル・サービス・センター） 

外部資金「大学改革推進費等・形成支援経費」を運営資金とし（形成支援経費終了

後は、学内経費で運営）、本研究科の専任教員又は現職の弁護士が一般市民の身近な法

律相談に応じるとともに、相談案件を基に授業用教材の開発を行うための施設として、

専用プレハブ棟を１室設けている。（面積は下記の内訳表のとおり） 

以上①～④について【解釈指針１０－１－１－１】 

⑤教員室 

 教員研究室は 19 室（面積は下記の内訳表のとおり）設け、各専任教員につき１室を

確保している。また、非常勤教員については、非常勤講師控室を１室（面積・収容人
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員等は下記の内訳表のとおり）設けている。 

研究者教員と実務家教員の２人の教員がペアとなるチューター制度及び各教員にオ

フィス・アワーを設けており、学生との面談は、各教員室を使用している。【解釈指針

１０－１－１－２】、【解釈指針１０－１－１－３】 

⑥事務室 

事務部門は、一つの大部屋に部局長・教育研究活動支援グループ及び学生支援グル

ープを配置し、職務遂行の利便性を考慮したスペースの工夫により、適切かつ機能的

な支援活動を行っている。（面積は下記の内訳表のとおり）【解釈指針１０－１－１－

４】 

⑦自習室 

自習室を４室（面積・収容人員等は下記の内訳表のとおり）設けている。その大半

が図書館と同じ建物内にあり、利便性が確保されている。自習室は、集中して勉学に

励むことができるキャレルデスクで統一した部屋、自由に討論等ができる開放的な机

の配置とした部屋等、学生のニーズに応えられるよう配慮している。室内には、個人

ごとの自習机（各室の合計 210 台、その内 16 台には共用の PC を設置）のほかに、個

人用ロッカー、書架などを設置している。 

なお、各自習机には、コンセントを配置するとともに、無線 LAN を配置し、個人の

PC からも情報ネットワークに接続可能である。とりわけ、図書館の開館時間に関係な

く、蔵書検索、資料の取寄せ申込み、学内限定データベースの利用ができるなど、図

書館の図書資料を有効に活用して学習できる環境を確保している。また、学生の利便

性に考慮して利用時間を午前 7 時から午後 11 時 30 分までとし運用している。【解釈指

針１０－１－１－５】 

⑧図書館 

図書館は、東千田図書館が東千田キャンパスに設置され、法学部及び経済学部夜間

主コース、社会科学研究科（マネジメント専攻等）及び本研究科をサービス対象とす 㤲㌨料飮㠭⤭ㄳ㟒㡼㌷訪㈳⠇옩ⴱ㌷ㄳ㟒㡼㌷訪㈳⠇옩ⴱּב㈳⠇뼩衷㈰㈳⠈嘩ⴱ㈵訳㔳⠈昩ⴱ㌷訪㈳⠈䐩ⴱ㌷訪㈳⠈Ⱙ嵔䨊㔹訴㤴㜠〠呤ਜ਼⠇䘩ⴱ㌷⹊਷ㄮ㤲ㄷ‰‹⠹퐩ⴱ㌷訪㈳⠈儩ⴱ㌷訪㈳⠊㈴訪ㄳ㤠㠈䘩ⴱ㌷⹊਷ㄮㄲ。ーザ⁔搊嬨デ⤭ㄳ㜮ㄮㄲܸ⠧ᨊ〠〠ᠱ㌨ㅫ⤭ㄳㄮㄲܸ⠩ⴱ㌷〠ᠱ㌨ザⴱ㌷〠ᠱ㌨ザ嵔䨊㌶呤ਜ਼⠇ⴱ㈵訳㔳⠇ⴱ㌷訪㈳㈱㌷ⴱ㈭ㄳ㜮〲㌨マ⤩ⴱ㈵訳㔳耐㼩ⴱ㌷㈳㌨館⥝ㄳ㜮〲㌨活⤭ㄳ㜮〲㌨動⤊嬨運〷퐩嵔䨊ⴴ㌱許㌠ⴱ颇㔨す